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[朝鮮戦争停戦 60 周年] 

ソウル-ピョンヤン-東京 

  リレー国際シンポジウム 

International Symposium in Tokyo relayed from Pyongyang-Seoul 

 

戦争から平和へ、朝米平和協定締結の道へ 

 

2013 年 8 月 1 日（木）学士会館 

 

主催： 朝鮮戦争停戦 60 周年・国際シンポジウム実行委員会 

協賛： フォーラム平和・人権・環境 

 

 

【プログラム】【プログラム】【プログラム】【プログラム】    

    

 
１．開会の辞 

 

２．主催者挨拶 

 

 郭東儀（6.15 共同宣言実践海外側委員会 共同委員長） 

 日森文尋（朝鮮の自主的平和統一支持日本委員会 議長） 

 

３．基調報告 

 

 ・ ウィリアム・ラムゼイ・クラーク（米元司法長官） 

 ・ ミシェル・チョフドフスキー（カナダ オタワ大学名誉教授） 

 

４．パネルディスカッション 

 

 [パネリスト] 

 ・ ブライアン・ベッカー（反戦反人種差別行動 ANSWER 事務総長） 

 ・ 鄭 己 烈（中国清華大学客員教授） 

 ・ 金 英 子（朝鮮大学校 文学歴史学部教授） 

 ・ マラ・バーヘイデン・ヒリアード（弁護士） 

 

 [コーディネーター] 

  康 宗 憲（韓国問題研究所所長） 

 

５．事務局からの報告 

 ・ 朝鮮半島における平和協定締結と南北共同宣言履行のための宣言運動 

 ・ 朝鮮に関する安保理決議の適法性についての国連事務局への公開書簡 

 

６．閉会の辞 
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出演者プロフィール・発言資料集 

 

【【【【基調報告基調報告基調報告基調報告】】】】    
 

 
    

   「朝鮮戦争」忘れられた、知られざる「朝鮮戦争」忘れられた、知られざる「朝鮮戦争」忘れられた、知られざる「朝鮮戦争」忘れられた、知られざる    

未だ終わらない戦争未だ終わらない戦争未だ終わらない戦争未だ終わらない戦争    

 

ウィリアム・ラムゼイ・クラーク（米元司法長官） 

 

[プロフィール]1927 年 12 月 8 日テキサス州生まれ。アメリカ合衆国の法律家、政治家。1967
年～69 年にリンドン・ジョンソン大統領のもとで第 66 代司法長官を務める。1965 年の投票権

法や 1968 年の公民権法の策定・制定で中心的な役割を果たすなど、アメリカの公民権運動史

上重要な役割を果たす。アメリカの海外における戦争、人種差別や労働者の搾取などに反対す

る広範な市民運動組織である「インターナショナル・アクション・センター」（IAC）を 1992
年に創立し現在も主宰する。 
 

 

【関連資料】 
朝鮮半島における米国の戦争は３年と１カ月と２日続き、1953 年 7 月 27 日午前 10 時 12 分、

引き分けに終わった。長い戦争に疲弊した、欲求不満の兵士たちによる命がけの激しい交戦によ

って、双方がさらなる「人とカネ」を消耗しながら、戦闘はさらに 12 時間続いた。本国の米国人

も膠着状態に陥ったこの戦争にうんざりし、関心を失っていた。そして戦場の米軍兵士たちはこ

の戦争の歴史的起源を理解していなかった。この戦争が朝鮮の女性にもたらした恐ろしい結果は、

今日に至る 60 年に及ぶ戦争体制の中で、未だに続いている。2013 年の春に起こった核戦争の脅

威は、この有害な遺産が具体化されたものである。 
 2011 年の「退役軍人の日〔11 月 11 日―訳注〕」に、朝鮮戦争退役軍人であるジャック・トル

バートは、北カリフォルニア退役軍人墓地に集まった聴衆を前にして語った。彼は同じ部隊の兵

士をかばって、敵の手榴弾に覆いかぶさり下半身を失った。自身の朝鮮戦争体験について述べた

後に、彼は言った。「私には何故あの戦争を『朝鮮紛争』と呼ぶことに固執する人々がいるのか、

とても理解できない。私が見た犠牲者の数から見ても、あれを戦争と呼ばずしてなんというのか」。 
【【【【忘れられた戦争忘れられた戦争忘れられた戦争忘れられた戦争】】】】1950 年代の初め、ホワイトハウス、統合参謀本部、議会、そして米国国民に

とって、朝鮮戦争はその前例、すなわち第２次世界大戦のような基準で看做されることは決して

なかった。それは遠く離れた、いかなる重要な戦略的利益も見出せない遅れた国で戦われ、こう

着状態のまま終わった。それは国家的威信と戦争の記憶にとって命取りとなる結果であった。議

会の委任を求めず、国連の委任に先立って、米軍を派兵することを決定したにも関わらず、トル

ーマン大統領はこの戦いを「戦争」とは決して認めなかった。 
 50 年から 53 年までの泥沼の３年間を通じて、トルーマンはこの戦争のことを「警察行為」と

呼んでいた。一方で彼と軍の指導部が中国に核爆弾を落とすことを検討していた。統合参謀本部

議長であったオマール・ブラッドリーは、この戦争を「軍事的大惨事」、「間違った場所で、間違

った時に、間違った敵と戦った、間違った戦争」と呼んだ 。14 年間にわたって太平洋地域の米軍

における支配的な地位にいた、ダグラス・マッカーサーは、第２次大戦後、日本と朝鮮半島にお

いて英国のインド統治のような統治を行った。彼自身の無謬性にたいする錯覚から、彼は朝鮮半

島においてたやすく勝利を収められると信じきっていた。戦争が誤った方向に行っていることが

明らかになったとき、彼は朝鮮民主主義人民共和国（以下、朝鮮）全土を爆弾で焼き尽くそうと

した。そして中国とソ連によるハルマゲドンの幻想に囚われていた。彼はワシントンからの指令

に公然と反抗した。彼はうそつきで、尊大で、何をしでかすかわからない危険人物であり、多く

の兵士を無駄に死なせた。それにもかかわらず、ホワイトハウスと統合参謀本部は、彼を更迭す

るのに１年以上かかった。軍部は、今日の性的暴力の問題と同様に、身内の人間を追い出すこと
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を躊躇した。決して非を認めないマッカーサーは、自身の解任をトルーマンの精神不安定のせい

にした 。 
 米国の目標は戦争中に急速に変化した。朝鮮人民軍を北緯 38 度線以北に押し返すという当初の

目標に代わり、李承晩を金日成に取って代わらせ朝鮮半島を統一することが第一の目標になった。

公的には米国政府は李承晩を、勇敢な盟友、自由の探求者と呼び、彼をアジアにおける無神論の

共産主義者たちより優れた「キリスト教徒の政治家」と見なした。しかし実際のところは、李は

「分別のない、非論理的な狂信的人物」と考えられていた。国土安全保障会議（NSC）と CIA は、

必要とあらば、クーデターを起こし、彼を排除する選択肢も考慮に入れていた 。 
 戦争の終結にあたって平和条約は結ばれなかった。そして戦争によって解決された問題は何一

つなかった。朝鮮半島における「平和」は、依然として、1953 年の停戦協定と、南北双方の兵士

と国連軍によって維持されている重武装化された「非武装地帯（DMZ）」によって、かろうじて

保たれている。米国の対朝鮮政策は、過去 60 年間、ひたすら体制転換を追求してきた。 
 朝鮮戦争が「忘れられた戦争」と呼ばれていることに驚きはない。米国の政治的・軍事的意志

決定者たちはみな、冷戦における最初の衝突において露呈した自らの無能さという屈辱を、忘れ

去りたかったのである。厭戦気分はすぐに広がった。米国の国民たちは農民を相手に戦っている

兵士たちと距離をおいた。辺地にあるアジアの小国で農民たちを相手に負けることなどあっては

ならないことだった。そして「第２次世界大戦で名を馳せた将官たちの精鋭は、何も出来なかっ

た 」。戦争の終結を喜んで集まった群衆はいなかったし、大きな祝賀会もなかった。ホワイトハ

ウスの声明は、控えめなものだった。 
 戦争から 54 年後、米海軍の衛生下士官だったジョン・マルティン・ミークは、軍の制服を着て

帰還した際に、まるで除け者のように扱われたときのつらさをこう回想する。「第２次大戦では帰

還兵たちはみな英雄のように迎えられた。私が家に帰ったとき、人々はまるで変人を見るような

目で私を見ていた。その内の何人かが言った。『制服なんか着ていったい何をしているんだい？』

と。あの日のことは忘れられない」。 
 米海軍の駆逐艦「ビーティー」の機関士だったヴィンセント・ウォルシュも、帰還時の苦い記

憶をこう語る。「誰もわれわれがどこに行っていたのか知らないようだった。人々は戦争に無関心

でそれについて考えもしなかった。戦争のことなどまったく人々の頭の中になかった。彼らは『お

前は駄目なやつだ』というような態度だった。家に残ったものたちはみな、いい仕事に就いてい

た 」。 
【【【【知られざる戦争知られざる戦争知られざる戦争知られざる戦争】】】】「忘れられた戦争」は同時に「知られざる戦争」でもある。米国人にとっては、

それはソ連に支援された共産主義政権の北と、米国と国連が支援した反共の南との間で戦われた

戦争であった。すなわち、それは米国とソ連の（最初の）代理戦争であった。 
 しかし朝鮮の人々にとって本質的にこの戦争は内戦であった。それは、1910 年以来の日本によ

る植民地支配と、1931～32 年の満州事変に始まった日本の侵略に際して、中国人と共に日本と戦

った朝鮮人と日本に協力した朝鮮人との間の闘争に起源を持っている。さらに、戦後の南朝鮮地

域における当局にたいする農民の蜂起は、朝鮮半島における分断を深めた。この国は未だこの内

戦によって引き裂かれている。韓国におけるエリートや政治的指導者の多くは、かつて対日協力

をした右翼のなかから輩出されてきた。共和国における独裁的権力の中枢部と年老いた軍事指導

者たちは反植民地抗日戦争の系譜を受け継いできた 。 
 同じ民族間の長きにわたる内戦について、大多数の米国人や戦争を戦った退役軍人たちは知ら

ない。「38 度線とはなんのことなのか知らなかった」と、ある退役軍人は認めた。「朝鮮半島でな

にが起きているのか理解していなかった。朝鮮半島がどこにあるかさえ分かっていなかった 」。
「韓国の人々の権利や米国の国益を守っているという感覚はなかった。ただなんとか生き延びよ

うとしていただけだった」と、別の退役軍人は回想した。彼が言うには、大多数がそのような感

情を共有していた。「戦闘で活き活きする」ような少数のものだけが、戦場で戦いたがっていた 。 
 朝鮮戦争に至るまでに朝鮮半島で起きた一連の出来事は、朝鮮人にとってのこの戦争の複雑性

を示している。1945 年、長崎に原爆が投下されたわずか３日後に、ディーン・ラスクとチャール

ズ・ボーンスティールという二人の米軍の下級将校が、朝鮮半島を南北に分かつ分割線として、

北緯 38 度線を選んだ。彼らは、ペンとナショナル・ジオグラフィック誌の地図を使って、僅か

30 分でそれを決定した。この分割に関わった朝鮮人は一人もいなかった。分断によって 3 家族に

1 家族が離れ離れになった。38 度線以北は一時的にソ連によって占領され、南は米国が占領した。
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1945 年から 48 年までの南朝鮮における軍政を通して、米国は親日派の右派勢力を用いて統治を

行った。そして新しい指導者として李承晩を支持した。 
 軍政期を通じて、一連の農民蜂起が続発した。それらは貧困を生み出す極端な社会的・経済的

不平等に対して反対する土着の左派勢力によって率いられた。農民たちは大量虐殺、女性への性

的拷問（今日のコンゴにおけるそれと同質のものである）、そして蜂起に起こした村に対する大量

破壊によって、暴力的に鎮圧された。米国は、右派勢力による統治に対するこれらの地域的暴動

を、内部から起きた共産主義の脅威であると捉え、蜂起を鎮圧するため軍事的支援と物資を提供

した。1948 年までに、米国の支援を受けた南朝鮮の警察と軍による恐怖統治によって、1 万人以

上が殺害された。 
 1949 年、政治的イデオロギーの下での統一を志向した南北双方の勢力によって、38 度線付近

で広範な戦闘が頻発した。双方が互いに小競り合いと侵攻を繰り返し、ついには、1950 年 6 月、

朝鮮が韓国に対して全面的な侵攻を行うに至った。このことは米国と（ほとんどが米軍で占めら

れた）国連が戦争へ介入することを促した。38 度線をめぐって一進一退の攻防が繰り返された。

国連軍と韓国軍が人民軍を中国国境付近まで押し返したとき、中国が朝鮮を支援して参戦した。

1951 年の秋には、戦況は 38 度線付近で塹壕戦のような膠着状態に入った。停戦のための交渉は

53 年まで長引き、その間にも北朝鮮地域は米空軍による爆撃を受けて荒廃した。新たに当選した

アイゼンハワー大統領は大将たちやマッカーサーの助言を退け、沖縄に集められた核兵器を使用

せず、停戦に向けて交渉することを選択した。 
【【【【空爆戦空爆戦空爆戦空爆戦】】】】「米軍は朝鮮の人口の 20％を殺したと思われる」とカーチス・ルメイ大将はいった。

彼は朝鮮における米軍の空爆に関わっていた。もしそうであれば、それはナチスがポーランドや

ソ連に対して行った殺戮よりもさらに高い比率の大虐殺である。 
 空爆は常に戦争に関する国連の諸条約に反してきた。なぜなら、都市や町、インフラがその究

極の戦略的標的になるからであり、非戦闘員が直接の被害者となるからである。統計がこの事実

を物語っている。3 年の間、朝鮮半島全域がひとつの自由発砲地帯であった。国連軍の空爆によ

ってソウルは破壊され、北朝鮮地域は米空軍の焼夷弾と爆弾による絨毯爆撃にさらされた。63 万

5 千トンの爆弾と 4 千トンにもなるナパーム弾が投下された。朝鮮の都市と町における破壊度は

40 パーセントから、ほぼ 100 パーセントに至る場合もあった 。国連軍司令官のリッジウェイは、

戦術的地点においては「すべてを殲滅する 」ことを望み、すべての都市、町、村が戦略的地点に

なった。北朝鮮地域に灌漑水や電力を供給していたダムも爆撃された。マッカーサーは 10 日のう

ちに勝利できると吹聴していた。すなわち、中国国境沿いに 30 発の核爆弾を落とし、中国と共和

国のあいだに放射線汚染地帯を作ろうした。 
 朝鮮半島における米軍の空爆は、大量虐殺といえるほど熾烈なものだった。朝鮮戦争において

捕虜になったウィリアム・ディーン中将は「ほとんどの町や村が瓦礫か雪に覆われた空き地にな

っていた」と述べた。最高裁判事ウィリアム・O・ダグラスは 1952 年夏に朝鮮を訪れ、「わたし

は戦場となったヨーロッパの街を見たが、これほどまでの荒廃は見たことがない」と、率直に認

めた 。 
【【【【内戦における残虐行為内戦における残虐行為内戦における残虐行為内戦における残虐行為】】】】朝鮮戦争においては、南北双方が、国連条約に違反して、捕虜や負傷

兵・市民にたいする冷酷な虐殺をふくむ、捕虜や市民に対する残虐行為を行った。戦争初期に人

民軍によって捕虜となった米軍第 34 歩兵連隊のある衛生兵は、平壌での「死の後進」における暴

行、殺害、飢餓について証言する 。またある米軍退役軍人は、米軍と他の国連の部隊が、移動の

妨げになりうるとして、避難民たちを射殺したことを証言した。「それは私が見た中でもっとも痛

ましい出来事だった。彼が 100 ヤード以内に近寄ろうものなら容赦なく射殺された。第 8 軍が移

動するための道は一つしかなく、開かれてる必要があったからだ 」。作家哈金（ハ・ジン）は、

中国における捕虜の処遇に対する極めて鋭敏な小説のなかで、収容所において韓国軍の警備隊と

中国の国家主義者によって用いられた残忍な拷問の手法について描写している。彼は辛辣な皮肉

とともにこう記している。共産主義者は「常に自国民よりも敵をより寛大に扱う」。  
 最悪の残虐行為は韓国の警察と軍によって行われたことが、史料によって明らかになっている。

警察は売春組織、ゆすり、恐喝に関与し、数千人の政治犯を処刑した。また軍は、老人、女性、

子供を含む捕虜を日常的に処刑した。西側のジャーナリストたちが戦争勃発から最初の六ヶ月の

間に起きた残虐行為を報道したが、その後、アメリカの検閲当局によって軍管轄区に報道特派員
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が派遣された。その結果、戦争にたいする事実の捻じ曲げ、歪曲が横行し、洞察と認識不足が露

呈した 。 
 2000 年、朝鮮戦争前後に南北双方によって行われた民間人虐殺を調査するため、「民間人虐殺

真相究明汎国民委員会」が、東アジアで初めて、発足した。2005 年には、「真実和解のための過

去史整理委員会」が組織され、人権侵害も含め、この仕事を引きついだ。今日までに調査された

事実によれば、「共産主義者が行った残虐行為は全体の 6 分の１を占め」、警察や権力に近い人々

などを標的としており、韓国軍や警察の野蛮さに比べると、「より識別されていた傾向にあった 」
ことが明らかになっている。 
【【【【レイシズム（人種主義）レイシズム（人種主義）レイシズム（人種主義）レイシズム（人種主義）】】】】朝鮮戦争では、韓国人兵士と黒人兵士に対するレイシズムが充満して

いた。戦争に従軍した黒人兵士たちによれば、彼らは一般に、すぐ「ずらかる（戦闘から逃亡す

る） 」というレッテルを貼られ、戦役による昇進や表彰を与えられなかった。米国兵のほとんど

は朝鮮人にたいする根深い蔑視と嫌悪を抱いていた。そうした偏狭さを持っていたがゆえに、彼

らは人民軍の技能と規律の前に大いに当惑し、また打ち負かされた。戦争初期に仲間とともにも

っとも危険な前線に送られた経験を持つ、ユーザル・エント中尉は、戦場では規律が崩壊し、生

き残る以外になんら戦う大義を見出せなかったと、後に語った。戦場では規律が崩壊し、生き残

る以外になんら戦う大義を見出せなかった。また彼は米軍特有のレイシズムについても率直に言

う。「多くの兵士は敵に対する本能的な憎悪によって戦っていた。おそらく相手が東洋人だったか

らだろう。『グック〔東洋人に対する蔑称。べとべとした汚物の意―訳注〕』という言葉は、日常

的に使われていたし、彼らを、われわれより劣った、まるで動物のように考えていた 」。戦争報

道や社説の中で、米国人ジャーナリストたちは、人民軍を、未開の野蛮人の集団やイナゴの群れ

のように描写し、恐怖を与えることに関してはナチスのようだと報じた 。英国の戦争ジャーナリ

スト、レジノルド・トンプソンは米軍内における無知と人種差別に衝撃をうけた。将校から歩兵

にいたるあらゆる命令系統において、朝鮮人や中国人を蔑称で呼んでいたからだ。こうした言葉

による人種差別は、フィリピン占領期に始まり、朝鮮やベトナムといった、アジアでの戦争にお

いて広まった。トンプソンは、「兵士たちは敵について話すとき人間についてではなく、猿につい

て話しているようだった 」と書いている。この言語的装置は、人間性を麻痺させ、拷問や、捕虜

と民間人に対する虐殺、自由発砲地帯の設置、さらにはナパーム弾による絨毯爆撃を可能にする。 
 韓国軍の通信顧問として朝鮮戦争に従軍した経験をもつ高校教師、ブレイン・フリードランダ

ーは、韓国人兵士と実際に話し、親しくなった数少ない米兵のうちの一人である。「一旦彼らと話

すようになれば（彼らの多くは英語を話した）、彼らが顔のないグックの群れなどではなく、自国

を思い、自国の歴史を知り、米国についても多くを知っている人々であることが分かった。…彼

らは物言えない農民の軍隊などではなかった 」。 
【【【【未だ終わらない戦争―「戦争・性産業複合体未だ終わらない戦争―「戦争・性産業複合体未だ終わらない戦争―「戦争・性産業複合体未だ終わらない戦争―「戦争・性産業複合体    」」」」】】】】1930 年代から 40 年代にかけて、日本は推定 5
万～20 万人の朝鮮女性を中国に対する侵略戦争と第２次世界大戦における「慰安婦」として動員

した。朝鮮人男性の役人や警察も買春の斡旋を行った。農村において若い女性を、甘言や連行に

よって軍の性奴隷にした。日本軍に徴兵された朝鮮人兵士も「従軍慰安婦」を利用した。朝鮮戦

争が勃発した 1950 年に、韓国軍は同様の制度を作り、土地の女性を彼らのための売春宿で働か

せた。女性たちの人生を破滅に追いやった戦争が終結したとき、この性奴隷制の犠牲者の多くは、

米国政府と韓国政府によって新たに組織され運営された、「基地村」における売春業に従事させら

れた。 
 朝鮮戦争の終結から 60 年近くがたって、在韓米軍によって娼婦として搾取されてきた女性たち

が、一方で「米軍の買春斡旋人」として働いてきたにも関わらず、戦時性奴隷制に関して日本政

府に補償を要求している韓国政府の欺瞞性を告発した。韓国当局は買春を、朝鮮戦争後も米軍を

引き留め、また必要な外貨獲得のための「英雄的行為」として奨励した。1960 年代から 80 年代

にかけて、韓国政府と米軍は基地周辺に設置された基地村のなかで性産業に従事する女性たちを

管理した。そこでは米兵に「性病持ちでない」ことを保証するため、女性たちはそこに拘束され

検査と治療が強制された。いま、そうした性産業に従事した女性たちの一グループが、米軍キャ

ンプにおける性売買の共犯として、韓国政府に対して謝罪と補償を要求している。71 歳の女性の

証言は、戦場において騙された女性の計り知れない代償について物語っている。「…韓米同盟にお

ける最大の被害者は私のような女性たちだと思う。…いま振り返れば、私の体は私のものではな

く、政府や米軍のものだった」。 
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 韓国政府も米国政府も、性産業に従事した女性たちにたいする犯罪に関する、公的な統計を持

っていない。しかし、京幾道における 243 の基地村にたいする独自の調査によれば、3 分の 2 以

上の女性が米兵と少数の韓国人男性による「（頻度の高いものから順に）暴行、性暴力、強盗」の

被害を受けたことが明らかになった 。米兵による性暴力や犯罪の被害を受けた女性たちに対して

は、いかなる司法の助けもなかった。「駐留米軍の地位に関する協定（SOFAs）」による交渉を通

じて、駐留米軍は、当該国において犯罪を犯した場合にいかなる訴追も受けないことになってい

る。 
 90 年代初めまで、基地村における韓国人クラブ経営者は政府と結託し、フィリピン、中央アジ

ア、ロシアから「歌手」として女性を勧誘し、米兵や地元の韓国人男性にたいする供給を維持し

ていた。こうした違法売買は、クラブ経営者にとっては顧客と利益、政府にとっては外貨、そし

て軍にとっては男性兵士の性のはけ口をもたらした。2004 年、米軍は兵士による買春や違法売買

にたいする無寛容政策を実施した。それにより、兵士の教育、違法売買や買春・基地への興行の

持込に関するクラブへの監視下が強化された。しかしながら、しばしば「同棲買春」、「偽装結婚

と放棄 」といわれる兵士と基地村の女性の同棲が蔓延し、無寛容政策に対する抜け道として機能

している。そしてこのような現象は性産業に従事する女性たちにとって恐ろしい結果を引きおこ

した。母親だけでの育児、貧困、社会的排斥、そして不法移民や混血児として社会的差別の対象

となった。 
【【【【結語結語結語結語】】】】戦争開始から３年後、ついに停戦協定が結ばれた。すべては開始前にあったところへ戻

っただけだった。戦前と同じ（恣意的な）境界線、統一への満たされぬ夢。そこに勝者はなく、

誰もが敗者であった。この戦争は 500 万人にいたる命を奪った。その圧倒的多くは民間人であっ

た 。3 万 5 千人以上の米兵が戦死し、およそ 9 万 2 千人が負傷し、5000 人が行方不明となった。

以降の歴代政権はこの戦争からいかなる教訓を学んだのだろうか。1953 年 10 月末、アイゼンハ

ワーは新たな防衛戦略として、「NSC-162/2」を公布した。これはより少ないコストで国家の安全

保障を保証しようというものだった。米国はもはや朝鮮戦争のような地域紛争に直接関与せず、

通常兵力も使わない代わりに、必要な場合は核戦力による大量報復戦略によって脅威を与える構

想をとった 。これによって、ますますエスカレートする核競争の土台が出来上がり、それは朝鮮

半島に侵食し、世界を危険にさらすこととなった。 
 ラファイエット・カレッジにおける講義のなかで、朝鮮戦争退役軍人であるジミー・カーター

元大統領は、アメリカの軍事主義について単刀直入に語った。「第二次大戦後、わが国はほぼ常に

戦争を行っている」。彼はこう付け加えた。地球上のどこを見渡しても米国が平和を促進するため

に活動している場所などない、と。当時の新国務長官ジョン・ケリーも彼の意見に同意した。 
 朝鮮民主主義人民共和国に関して、カーターは、ブッシュ政権における米朝枠組み合意（米国

がエネルギー・経済援助を行うかわりに共和国が核開発をしないことを保証した合意）の破棄に

ついて辿った。90 年代初め、カーターは朝鮮の指導者金日成によって平壌に招かれた。「なぜな

ら」、彼は言う、「米国政府の誰一人として、朝鮮の人間と対話しようとしなかったからだ」。反対

するクリントン政権を説得し許可を得た後、彼は金日成と会った。金日成は米国と平和条約を結

び、朝鮮にたいする経済封鎖が解除されることを望んでいた。会談は成功裏に終わり、米国が経

済封鎖を解くかわりに共和国が核計画を終わらせるという合意が得られた。朝鮮戦争における行

方不明者の調査、平和条約へむけた模索等が盛り込まれた。 
 ブッシュ政権はこの合意を破棄し、朝鮮を「悪の枢軸」に含め、体制転換の明白な標的に定め

た。朝鮮は核計画の再開、兵器実験、そして好戦的なレトリックをもってこれに応えた。オバマ

政権も、同様に、朝鮮への核攻撃を想定に含めた、米韓軍事演習を増強し、銀行取引と貿易に対

する締め付けを強化した。それにより、この小さな、貧しい国は自国の軍事化に多くの予算を費

やし、世界の軍事大国たちはこの非対称な核均衡によって行き詰った。 
 カーターは講演を次のように締めくくった。「私は 1994 年以降も 2,3 回訪朝しているが、朝鮮

が望んでいるのは米国との平和条約の締結であり、60 年におよぶ経済封鎖の解除だとはっきりと

いえる。それによって彼らは、通商と貿易の平等な機会を得ることができる。彼らは非常な偏執

的考えにとらわれている。彼らは米国が、共産主義体制を排除するために、彼らを攻撃し破壊し

ようとしていると純粋に信じている。彼は多くのミスを犯した。しかし、もし米国が朝鮮と対話

をすれば、思うに、我々は平和を手に入れられる。そしてそれは長期的にみれば、米国に多くの

利益をもたらすだろう」。 
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 多くの専門家がこれに同意し、こう付け加えている。世論調査を行えば、多くの韓国人が朝鮮

よりも米国をより脅威に感じていると考えるだろう、と。制裁、孤立化、軍事演習といった米国

の政策は、朝鮮の核武装の強化、東アジアにおける米国の軍備強化、韓国と日本における右派勢

力の台頭、そして朝鮮半島における新たな戦争の危機という負のスパイラルを引きおこしている。

米国は、カーターが強調したように、朝鮮と対話するべきである。そして好戦的な政策を転換し、

他の手段によって 60 年に及ぶ戦争を終結させる平和を模索すべきである。 
【【【【予期しない結果予期しない結果予期しない結果予期しない結果】】】】朝鮮の人々を分かつ長さ約 248 キロメートル、幅 4 キロの非武装地帯は、絶

滅の危機に瀕している動植物にとっての、思いがけない生息環境となった。その中には、タンチ

ョウ、朝鮮トラ、ツキノワグマがなどが生息しており、「世界でもっとも保護された温帯の生態環

境のうちのひとつ」である。生態学者によって 3 千種の植物、70 種の哺乳類、329 種の鳥類が確

認されている。そのすべてが、厳重に監視され、武装され、地雷が設置された緩衝地帯に生息し

ている。非武装地帯は自然界のモデルとなりうるかもしれない。そして深く結びつきながらも、

未だに和解できない人々のメタファーなのかもしれない。 
平和協定締結と朝鮮半島からの米軍撤退に向けて 

  朝鮮戦争停戦記念 
２０１３年７月２７日 

 
 

朝鮮人に対する米国の戦争朝鮮人に対する米国の戦争朝鮮人に対する米国の戦争朝鮮人に対する米国の戦争    

    

ミシェル・チョスドフスキー（カナダ オタワ大学名誉教授） 

 

[プロフィール]1946 年生まれ。カナダの著名な経済学者。ノースカロライナ大学で博士号を取

得。モントリオールを拠点とする国際的な研究・報道組織である「グローバル・リサーチ・セ

ンター」の創設者。2001 年 9 月 9 日にみずから立ち上げたウェッブ・サイト「グローバル・リ

サーチ」の編集長。同サイトは「語られない真実」を明らかにすることで世界的な定評がある。

邦訳された著書に「貧困の世界化-IMF と世界銀行による構造調整の衝撃」、「アメリカの謀略

戦争 - 9.11 の真相とイラク戦争」などがある。 
 

 

１９５３年７月２７日の停戦日は朝鮮の人々にとって忘れられない日である。それは、国の再

統一と主権のための歴史的戦いにおける重要なできごとだからだ。 
私は２０１３年７月２７日、停戦６０周年を記念するこのような行事に参加する機会を与えら

れてとても光栄に思う。私は“反戦・平和実現のための運動”のおかげで平和と再統一に関する

ディベートに参加する機会を得ることができたのだ。 
 停戦は交戦国が戦いを止めるための協定である。これは戦争の終わりを意味する。 
１９５３年の停戦協定において強調すべきは、交戦国の米国が過去６０年にわたり朝鮮民主主義

人民共和国を常に戦争の脅威にさらしてきたことである。米国は数え切れないほど停戦協定を違

反してきた。米国は戦時体制のままである。 
 西側諸国のメディアは知らんぷりをしているが米国は停戦協定１３項の（ｂ）に違反し、半世

紀以上朝鮮を標的にした核兵器を配備している。 
 停戦協定はいまだ有効で、米国はいまだ朝鮮との戦争状態にある。平和協定ではなく、平和へ

の同意はいまだなされていない。米国は偽りの国連の看板のもとに朝鮮半島に展開している３万

７千人もの米軍の存在を正当化するため、そして引き続き軍事的脅威を創り出すために停戦協定

を利用している。この“潜在的戦争状態”の状況は過去６０年間続いてきた。在韓米軍はアジア

大陸に唯一存在する米軍であることをここで強調すべきであろう。 
 この場にいるわれわれの目的は、１９５３年７月２７日に締結された停戦協定を無効にするだ

けでなく、朝鮮半島からの米軍の速やかな撤退と朝鮮の再統一のための基盤を築くための広範囲

な平和協定を求めることである。 
【【【【大局的・歴史的見地からの停戦日大局的・歴史的見地からの停戦日大局的・歴史的見地からの停戦日大局的・歴史的見地からの停戦日】】】】停戦協定が締結されたこの日は、アフガニスタンやイラク

に対する不法侵略、リビアやシリアに対する米国率いる NATO による戦争、イランに対する軍事
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的脅威、イスラエルに対するパレスチナの戦い、サハラ以南のアフリカの米国が支援する戦争や

紛争は言うまでもなく、米国の“アジア回帰”の一端として、対朝鮮だけでなく中国やロシアに

対する増大する米国の脅威の観点から見ても、とりわけ重要である。 
 １９５３年７月２７日の停戦の日は、米国が引き起こした戦争の歴史においてとても重要だ。

１９４０年代後半のトルーマン・ドクトリンの下で、朝鮮戦争（１９５０―１９５３）は軍事化

の世界的プロセスと米国が戦争を起こすためのお膳立てをした。平和協定の観点からの“和解

（peace-making）”は米国の“戦争(war-making)”計略の真逆である。 
 米国は世界的な軍事計画を企てている。ペンタゴンの高官の言葉を引用したウェスリー・クラ

ーク大将によると、「我々は５年の間に、イラクから始まり、シリア、レバノン、リビア、ソマリ

ア、スーダン、そして最後にイランの７つの国に勝つつもりだ」 
 朝鮮戦争（１９５０－１９５３）は第２次世界大戦後、歪曲的に“冷戦”と呼ばれた時代の初

めに、米国によって初めて引き起こされた軍事行動であった。日本の植民地であった朝鮮半島が

新しい宗主国である米国に引き継がれたことによって、多くの点で、これは第２次世界大戦の続

きであった。 
 ポツダム会談（１９４５年７―８月）で、米国とソ連は３８度線に沿って朝鮮を分断すること

に合意した。米軍の介入によって、朝鮮に“解放”は実現しなかった。 
１９４５年８月１５日の日本の降伏の３週間後である１９４５年９月８日、南朝鮮に米国の軍事

政権が誕生した。その上、南朝鮮にいた日本政府関係者は、この推移を確実にするため、ホッジ

大将率いる米軍事政権（ＵＳＡＭＧ）（１９４５－１９４８）の手助けをした。ソウルにいた日本

の植民地統治者たちや南朝鮮の警察官たちは、新しい植民地統治者たちと連携して活動した。 
 米軍事政権ははじめから、土地分配や労働者の権利を守る法律、最低賃金法、そして南北朝鮮

の統一を含めた社会改革を目指した朝鮮人民共和国（ＰＲＫ）の臨時政府を認めようとはしなか

った。 
朝鮮人民共和国は“米国やソ連、イギリス、中国と密接な関係を築きながら、国の内政に干渉

するいかなる外国勢力にも反対する”ことを求める反植民地の非同盟主義政権であった。（ハート

ランズバーグ マーティン（１９９８）「朝鮮の分断、再統一と米国の外交政策」マンスリー・レ

ビュー・プレス pp65-6） 
朝鮮人民共和国は米軍事政権によって１９４５年９月に滅ぼされた。 

 そこには民主主義も解放も独立もなかった。日本は敗戦国として扱われたが、南朝鮮は植民地

として米軍の下で管理された。米国によって選ばれた李承晩は、ダグラス・マッカーサーの飛行

機に乗って１９４５年１０月にソウルに降り立った。 
【【【【朝鮮戦争（１９５０―１９５３）朝鮮戦争（１９５０―１９５３）朝鮮戦争（１９５０―１９５３）朝鮮戦争（１９５０―１９５３）】】】】朝鮮戦争の最中に米国が朝鮮の人々に対して行った犯罪はも

とより、それによる影響は近代史において前例をみないものである。さらに、１９５０年代の米

国の人道に対する罪は、長い間世界のいたるところで“殺人の見本”になり、米国の人権侵害に

影響を与えてきた。    
 朝鮮戦争の特徴はまた、政治的反対勢力の暗殺だ。それはその後インドネシア、ベトナム、ア

ルゼンチン、グアテマラ、エルサルバドル、アフガニスタン、イラクを含む多くの国々でもＣＩ

Ａによって実行された。これらの殺人は必ずＣＩＡの命令により行われ、米国が支援する代理政

府または軍事独裁政権によって遂行された。さらに最近では、連邦議会によって“合法化”され

た市民の暗殺が、いわゆる“新基準”になった。 
１９５２年（朝鮮戦争の絶頂期）に初めて出版されたＩ．Ｆ．ストーンの“朝鮮戦争の隠れた

歴史”によると、米国は全面戦争に突入するため、北側が３８度線を越えるよう仕向けるための

口実を探したという。 
“（Ｉ．Ｆ．ストーンの書籍は）朝鮮戦争の起源について疑問を投げかけ、米国が国連を操った

と主張し、米軍と南朝鮮の独裁政権が和平交渉を妨害し戦争を長引かせた証拠を上げている。” 
（ジェイ・ハウベン Ｉ．Ｆ．ストーン著‘朝鮮戦争の隠れた歴史’レビュー2007 年） 

ストーンによると、ダグラス・マッカーサーは“平和を避けるため可能な限り全てのことを行

った”という。 
米国の戦争は“自衛”と先制攻撃という隠れ蓑の下で行われた。ダグラス・マッカーサーに関

するＩ．Ｆ．ストーンは歴史的なステートメントで、６０年後も同じように、米国大統領のバラ

ク・オバマや国防長官であるチャック・ヘーゲルが、平和を避けるために可能な限り全てのこと
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を行っていると言った。 
敵が最初に攻撃をしかけるように仕向ける慣習は米軍の政策によって確立されている。 
侵略者に介入のための“自衛”という口実を提供する、“戦争のための口実”作りと関連してい

る。それは高度な知識を持っていた米国政府の手口と挑発によって引き起こされた１９４１年の

日本による真珠湾攻撃でも特徴づけられている。真珠湾は米国の第２次世界大戦への参戦を正当

化するためのものであった。 
 １９６４年８月のトンキン湾事件は、連邦議会によって採択されたトンキン湾決議によって米

国が北ベトナムに戦争をしかけるための口実であった。その決議によって大統領であるリンド

ン・ジョンソンに共産主義朝鮮へ戦争を仕掛ける権力を与えることになった。 
 Ｉ．Ｆ．ストーンの分析は、１９５０年６月２５日に始まった朝鮮戦争が、ソ連が自らの勢力

を朝鮮半島全域に広げるために北側に攻撃するよう命令したことよって引き起こされ、南朝鮮や

米国、国連を驚かせたという“一般論”に反論する。 
 これは奇襲であっただろうか？ ４カ所の違う地点から少なくとも７０ものタンクを使い７千

人の兵士たちによって行われた攻撃が、奇襲になり得るだろうか？ストーンは南朝鮮、米国、そ

して国連からの現存のレポートを集めた。ＣＩＡ長官ロスコー・Ｈ・ヒレンケッターは、“米国の

諜報機関は、朝鮮の状況を見て、その週または次の週には侵攻するであろうことに気づいていた”

と公表した。ストーンは“米軍コメンテーターであるニューヨーク・タイムズ紙のハンソン・ボ

ールドウィン（ペンタゴンに近い人物）は、米軍の記録は北側の軍隊が６月の早い時期から３８

度線に集結していることに気づいていたと報告した”と書いている。 
 どうやって、そしてなぜ米国大統領トルーマンは６月２７日までに、すぐに南朝鮮での戦いに

米軍を投入することを決定できたのだろうか？ ストーンは、米国政府と軍の中に、朝鮮での戦

争とその結果としての東アジアの不安定が、米国の利益になると見ていた人物がいたと主張して

いる。（ジェイ・ハウベン「朝鮮戦争の隠れた歴史」Ｉ．Ｆ．ストーン著レビュー） 
フランスのヌーヴェル・オプセルヴァトゥール紙の編集者であるクロード・ブールデによると、

“もしストーンの主張が事実と一致するとしたら、われわれは戦史における不正の下にいるとい

うことになる…それが害のない詐欺であるかどうかが問題なのではなく、そのひどいごまかしの

戦略が、平和を妨げるために故意に利用されたのかどうかが問題なのである。”（スティーブン・

レンドマン「北朝鮮での米国の戦争」（グローバルリサーチ２０１３年４月１日）より引用 
http://www.globalresearch.ca/americas-war-on-north-korea/5329374） 
 米国の名高い作家レオ・ヒューバーマンとポール・スウィージーはこう言った。 

“…われわれは（南朝鮮の大統領）李承晩が、３８度線を越えて報復してくるように、故意に

北側の人々を挑発したという結論に達した。北側の人々はまんまとその罠にはまってしまったの

だ。”（同上） 
 １９５０年６月２５日、国連安保理決議８２の採決後、日本を支配していた米軍の司令官ダグ

ラス・マッカーサーがいわゆる国連軍の司令官として任命された。ブルース・カミングスによる

と、朝鮮戦争は“第２次世界大戦中の日本帝国に対する空中戦によく似た形で推し進められ、し

ばしばマッカーサーやカーチス・ルメイを含めた同じ米軍司令官たちによって指揮された。” 
【【【【朝鮮人に対する米国の戦争犯罪朝鮮人に対する米国の戦争犯罪朝鮮人に対する米国の戦争犯罪朝鮮人に対する米国の戦争犯罪】】】】朝鮮戦争中（１９５０－１９５３）、たくさんの犯罪が米軍に

よって引き起こされた。核兵器は使用されなかったにしても、その主な悲劇は第２次世界大戦中

に計画された“市民の大虐殺”であった。罪なき市民たちの大量虐殺政策は、第２次世界大戦の

終盤、ドイツの都市への米軍と英国軍の大空襲と爆撃によって実行された。皮肉なことに、軍事

施設の標的は守られていた。 
この軍事施設への攻撃を口実にした非公式の市民大量虐殺政策は、朝鮮戦争中及びその後の米

国の軍事行動を特徴づけている。ブルース・カミングスによると、１９５０年８月１２日、米国

空軍は６２５トンの爆弾を朝鮮に落とし、２週間後には、それは１日あたりおよそ８００トンに

まで増加した米国戦闘機は第２次世界大戦の太平洋戦争中よりも多くのナパームと爆弾を朝鮮に

落としたという。 
 ３８度線以北の土地は無差別爆撃にさらされ、７８の都市と数多くの村が破壊された。“朝鮮戦

争において忘れてはいけないことは、広範囲で断続的な爆撃（主にナパームを使用）をはじめ、

核や化学兵器の使用の脅威まであり、戦争末期にはたくさんのダムまでをも破壊した、朝鮮に対

する米軍の空襲の異常なまでの破壊性である。…” 
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結果、朝鮮にあるほとんどすべての建物は破壊された…（ブルース・カミングス“朝鮮・忘れ

られた核の脅威”２００５） 
米国の将軍ウィリアム・Ｆ・ディーンは、“私が見た朝鮮の都市と村は、がれきか雪で覆われた

荒れ地であった”と報告している。（同上）朝鮮への爆撃を調整したカーチス・ルメイは図々しく

もこう認めた。“３年の間にわれわれは人口の２０パーセントを殺した。…われわれは南北朝鮮の

全ての町を焼き払いもした。” 
ブライアン・ウィルソンによると、１９５０年から１９５３年の３７ヵ月間の“熱戦（hot war）”

で、３８度線以北の人々は８から９百万人の人口の約３分の１を失ったと言われており、おそら

くこれは戦争による一つの国の死亡率としては前代未聞の比率であるという。（ブライアン・ウィ

ルソン“朝鮮と悪の枢軸”グローバルリサーチ ２００６年１０月） 
 朝鮮の真相和解委員会の資料によると、甚大な戦争犯罪は南朝鮮でも米軍によって起こされて

いた。南朝鮮の情報筋によると、朝鮮戦争中、南朝鮮で約１００万人の人々が死んだという。 
“朝鮮戦争初期、ある米国の幹部が南朝鮮の同盟国によるそのような大規模な殺人について監

視・撮影をし、内々で報告したのだが、その秘密裏の殺戮は１０万人かそれより多い左派の人々

やその同調者たちを対象に行われ、それは１９５０年の半ばまではそれは罪にならなかったとい

う。”（http://www.globalresearch.ca/us-coverup-extrajudicial-killings-in-south-korea/9518） 
第２次世界大戦中、イギリスは人口の０．９４％を失い、フランスは１．３５％、中国は１．

８９％、そして米国は０．３２％を失った。朝鮮戦争中、朝鮮民主主義人民共和国は人口の２５％

以上を失ったのだ。 
（朝鮮の人口は１９５０年の朝鮮戦争前にはおよそ８～９百万人だった。米国の情報筋による

と、朝鮮で１５５万人の市民が死亡したと認めており、うち２１万５千人が戦闘中に死亡したと

いう。行方不明、捕虜が１２万人、３０万人が負傷した。（Wikipedia） 
 南朝鮮の軍事筋は市民の死者・負傷者・行方不明者は２５０万人にのぼり、そのうちの９９万

９百人は南朝鮮の人々であると推定している。他の推測によると朝鮮戦争における死者は市民・

兵士併せて３５０万人とも言われている。） 
【【【【北朝鮮は世界の安全保障への脅威か？北朝鮮は世界の安全保障への脅威か？北朝鮮は世界の安全保障への脅威か？北朝鮮は世界の安全保障への脅威か？】】】】過去６０年の間、米国は朝鮮を政治的に孤立させるた

めに尽力してきた。朝鮮の産業基盤や農業を含む国内経済を不安定にさせようとし、そして執拗

に朝鮮の統一を妨げてきた。 
南朝鮮では米国が政治システムを引き続き締め付けている。李継晩が登場した初期から非民主

主義で抑圧的な政権を運営することによってそれは担保され、それは米国の利益になった。 
在韓米軍はまた経済と金融政策にも影響を及ぼした。 
 米国人へ聞きたい。米国によって人口の４分の１を失った国が、どうすれば米国国土への脅威

を創り出せるのか？ 国境のすぐ近くに３万７千人の米軍が駐屯している国が、どうすれば米国

への脅威になり得るのか？ 
 戦争犯罪の歴史は、米国による朝鮮への脅威を朝鮮の人々がどのように理解しているのかとい

う答えをくれる。朝鮮戦争中に愛する誰かを失った家族が朝鮮にはたくさんいるのだ。 
朝鮮戦争は第２次世界大戦後初めの米国が起こした主な戦争である。米国とＮＡＴＯの同盟国

は、“戦後（post War era）”と呼ばれる時代に、世界の主要な地域で数多くの戦争と軍事介入を

行ってきた。そしてそれは、数多くの市民たちの死を招き、米国は民主主義と世界平和の守護者

として発展した。 
【戦争プロパガンダ戦争プロパガンダ戦争プロパガンダ戦争プロパガンダ】】】】嘘は真実になる。現実はひっくりかえる。歴史は書き換えられる。朝鮮は

脅威として迎えられる。米国は侵略国ではなく侵略の被害者になった。このコンセプトはニュー

スで流された戦争プロパガンダの一部である。 
朝鮮戦争の終わりから米国は南朝鮮のニュースによってこのプロパガンダを先導し、南北間の

対立と分断を助長させ、朝鮮を南朝鮮の国家安全保障に対する脅威にしたてあげた。恐怖と脅威

の雰囲気が広がり、南朝鮮の人々に米国の“平和構築の役割”を受け入れさせた。人々の目には

３万７千人の在韓米軍の存在が南朝鮮の安全保障にとって“必要”であるように見える。 
 在韓米軍は朝鮮の侵略から“南朝鮮を守る”手段として迎えられた。同じように、そのプロパ

ガンダキャンペーンは、米国の干渉政策の合法化を支持するという観点で、朝鮮の社会の分断を

創り出そうとしている。この目的は分断を創り出すことである。繰り返すが、“北朝鮮の脅威”と

いう主張は（人々の意識の中の）朝鮮は一つの国であり、民族であり、歴史であるという考えを
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弱体化させる。 
【【【【“トルーマン・ドクトリン”“トルーマン・ドクトリン”“トルーマン・ドクトリン”“トルーマン・ドクトリン”】】】】歴史的には、第二次世界大戦後、１９４８年の国務省の報告の中

でジョージ・Ｆ・ケナンによる１９４８年の国務省の報告の中で、トルーマン・ドクトリンが初

めて公式化された。この１９４８年の資料は、冷戦期の“封じ込め政策”から“先制攻撃”への

米国外交政策の連続性を伝えている。軍事手段によって米国は経済的・戦略的支配を求めなけれ

ばならないと丁寧な言葉で記載してある。さらには、わが国は世界の人口のたった６．３％なの

に、世界の富のおよそ５０％を所有している。この格差は特にわれわれとアジアの人々の間で特

に大きい。この状況で、われわれは羨望や恨みの対象にはならない。これからの時代のわれわれ

の現実的な課題は、国家安全保障への損害なくこの格差の地位を維持できる関係のパターンを考

案することである。そのために、われわれは全ての感傷的なものと空想を省かなければならない。

そしてわれわれの注意を、差し迫った国家目標に集中させなければならない。われわれには今日、

利他主義や世界の慈善活動をする余裕がある。（…） 
 この状況に直面して、極東アジアに関しての我々の考えを強調する概念をなくした方が良い。

“好かれたい”とか、気高い国際的利他主義の宝庫として思われたいという願望をなくさなけれ

ばならない。兄弟の責任を取る者としてのポジションに立とうとすることをやめ、モラルとイデ

オロギーに関する助言を遠慮しなければならない。われわれは人権や生活水準の向上、民主化な

ど（極東に対する）曖昧で非現実的な方針を語ることをやめなければならない。われわれが正当

な力の構想を扱う日はそう遠くない。そのとき、なるべく理想主義のスローガンに妨げられない

方がいい。（ジョージ・Ｆ・ケナン １９４８年 国務省報告） 
 何にも影響されない独立した国際組織としての国連システムの計画的崩壊は、１９４６年の国

連の始まりから米国の外交政策の計画にあったものだ。この計画的崩壊はトルーマン・ドクトリ

ンの不可欠の要素であった。国連の結成当初から、米国は自国の利益のために国連をコントロー

ルすることを追求しており、また国連システムの弱体化と最終的な崩壊を追求している。ジョー

ジ・ケナンによると、「時々国連は便利に利用できる。しかし全体的には、解決できるもの以上の

問題を創り出し、またわれわれの外交努力を霧散し得る。主な政治的目的のために国連の大多数

を利用するために、いつかわれわれに反ってくるかもしれない危険な武器をわれわれは扱ってい

る。この状況では、われわれとしては徹底した研究と配慮をしなければならない」（ジョージ・ケ

ナン １９４８年） 
しかし公的には“国際社会”に委任しながらアメリカは国連にリップサービスを行っている。

近年、その制度を徐々に弱体化させようとしている。湾岸戦争期、国連は簡単に承認を行った。

米国の戦争犯罪に目を瞑り、国連憲章を違反して米国侵略者たちの代わりにいわゆる平和維持活

動を行った。 
【【【【朝鮮と東アジアにおけるトルーマン・ドクトリン朝鮮と東アジアにおけるトルーマン・ドクトリン朝鮮と東アジアにおけるトルーマン・ドクトリン朝鮮と東アジアにおけるトルーマン・ドクトリン】】】】トルーマン・ドクトリンは、１９４５年８

月の広島・長崎への核攻撃と日本の降伏によって始まった、第２次世界大戦後の米国軍事政策の

頂点であった。 
東アジアでは、戦後の日本占領と南朝鮮をはじめとする日本の植民地の米国への継承に適用さ

れた。（朝鮮は１９１０年に韓国併合条約によって日本に併合された） 
 第２次世界大戦における日本帝国の敗北後、米国の東アジア・東南アジアへの影響力は、日本

の“大東亜共栄圏”の領地で確立された。 
 フィリピン（第２次世界大戦期日本の占領地を米国が継承）、タイ（第２次世界大戦期、日本の

保護国）、インドネシア（第２次世界大戦期の日本の占領地であり、１９６５年のスハルト軍事独

裁政権の確立によって米国の代理国家になった）が米国の影響下に入り、それは第２次世界大戦

期に日本の植民地であったフランスの元占領地のベトナム、ラオス、そしてカンボジアを含むイ

ンドシナにまで及んだ。米国のアジアにおける覇権は、第２次世界大戦中に日本の植民地区域に

あった国々で広く確立された。 
【【【【トトトトルーマン・ドクトリンからネオコンへの連続性ルーマン・ドクトリンからネオコンへの連続性ルーマン・ドクトリンからネオコンへの連続性ルーマン・ドクトリンからネオコンへの連続性】】】】ブッシュ政権下でのネオコンの計略は、拷

問部屋や強制収容所の設置、禁止されている武器の市民への大量使用を含めた現代戦争と残虐行

為の計画のための基盤を提供する、（超党派的な）“戦争後”外交政策の枠組みの頂点として見な

ければならない。 
 朝鮮、ベトナム、そしてアフガニスタンからＣＩＡが支援するラテンアメリカや東南アジアで

の軍事クーデターへ、トルーマン・ドクトリン下で公式化されたその方針が米国の軍事覇権と世



 12

界的経済支配を確立してきた。政策的な違いにもかかわらず、６０年以上歴代の民主・共和政権

はハリー・トルーマンからバラク・オバマまでこの世界的軍事計略を引き継いできた。 
【【【【米国の戦争犯罪と残虐行為米国の戦争犯罪と残虐行為米国の戦争犯罪と残虐行為米国の戦争犯罪と残虐行為】】】】われわれが扱っているのは米国の犯罪的な外交政策である。犯罪

は国の一人または多くのリーダーと関連しているのではない。色んな市民や軍事機関、および米

国の外交政策、の米国シンクタンク、軍事機構に投資している債権者団体などがバックにいる、

力のある企業の利益などの国家システムに関連しているのである。 
１９５０年の朝鮮戦争の始まりと中東及び中央アジアでの戦争へ、この時代は千万人以上の

人々を死に至らしめた戦争犯罪によって特徴づけられる。この数字には貧困や飢餓、災害によっ

て亡くなった人々は含まれていない。 
 戦争犯罪は米国の犯罪化と外交政策装置の結果である。われわれは単に具体的な戦争犯罪者個

人の話をしているのではなく、違うレベルで、政策立案者を含むプロセス、ガイドラインや手段

に沿って戦争犯罪を実行する権限について言及しているのだ。 
 米国が支援した犯罪や残虐行為の歴史的記録との関係において、ブッシュ政権とオバマ政権を

区別するものは、強制収容所、暗殺と拷問部屋が、“テロとの戦い”を維持し、西側の民主主義を

広げるための手助けをする正当な介入形態であると、現在おおっぴらに考えられていることであ

る。 
【【【【朝鮮戦争の歴史的重要性・米国の世界的戦争朝鮮戦争の歴史的重要性・米国の世界的戦争朝鮮戦争の歴史的重要性・米国の世界的戦争朝鮮戦争の歴史的重要性・米国の世界的戦争】】】】朝鮮戦争はその後の米国の軍事介入のお膳立て

をした。第２次世界大戦後、米国が引き起こす戦争、特殊作戦、クーデター、秘密工作などの“軍

事ロードマップ”の最初の段階であった。米国は半世紀以上に渡り暴動と政権交代を支援してき

た。世界的戦争計画は、政府転覆のためのＣＩＡによる秘密工作は言うまでもなく、米国の地域

的な軍事命令系統によって、世界の主な地域全てにおいて実行された。この世界征服計画は“ト

ルーマン・ドクトリン”下で初めて確立された。（冷戦後ネオコンの下で）その後ペンタゴンが米

国の“長い戦い”と呼ぶものが始まった。 
 われわれが言っているのは、世界的戦争と、世界征服、軍事化と企業の拡張政策のプロセスで

ある。後者は原動力である。“経済的征服”は諜報活動と軍事工作両方の支援によって行われる。

財政不安は主権国家への経済戦争のメカニズムである。 
 ２０００年、ジョージ・Ｗ・ブッシュの大統領選出に先行して、ネオコンシンクタンクによる

米国新世紀プロジェクト（ＰＮＡＣ）が米軍における４つの主なミッションを定めた。 
・米国国土を防衛しなければならない 
・同時多発的な主な戦争圏で戦い圧勝しなければならない 
・危険な領域において安全保障環境をつくることと関連した“警察的”任務を果たさなければな

らない 
・“軍事革命”を活用するために米軍を転換しなければならない 

ジョージ・Ｗ・ブッシュ政権の国防副長官のポール・ウォルフォウィッツ、国防長官ドナルド・

ラムズフェルドと副大統領ディック・チェニーは、大統領選に先立ちＰＮＡＣの青写真を作動さ

せた。ＰＮＡＣは世界征服のロードマップの輪郭を描いている。 
それは、世界の経済的支配を確立するための観点から、どんな潜在的な敵や米国の“自由市場”

経済のヴィジョンに代わり得るものも抑圧すると同時に、米国の“前進基地”を中央アジアと中

東地域に押しつけることを求めている。 
 戦争圏とは異なり、いわゆる“警察的機能”は、懲罰的爆撃や米軍の投入などを含む軍事的介

入のあらゆる手段を使い、世界的な軍事的秩序維持の構造を暗示している。警察的機能はイラン

への戦争計画の初期段階に考えられた。いわゆる戦争圏の代替案として適用されるその場しのぎ

の軍事介入として見なされた。 
 この資料には偽りがない。その目的は完全に軍事的なものである。米国の平和維持や民主主義

への役割に関する議論はどこにもない。（“新しい世紀の米国の防衛、政策、軍事、国力の再構築”

というタイトルのＰＮＡＣの主な資料。 
（PNAC のウェブサイト http://www.newamericancentury.org） 
【【【【米軍の南朝鮮占領と東アジアの軍事化米軍の南朝鮮占領と東アジアの軍事化米軍の南朝鮮占領と東アジアの軍事化米軍の南朝鮮占領と東アジアの軍事化】】】】米国は朝鮮を孤立させるため、南北朝鮮間だけでなく

朝中間でも東アジアの政治的分断を創り出すことに力を注いでいる。皮肉にも、南朝鮮の米軍基

地は軍事的包囲の一端として中国への脅威にも利用されている。同様に、米国は国家間の政治的

分断を創り出すと同時に、近隣国家間での争いを創り出そうとしている。（例えば１９８０年代の
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イラン・イラク戦争やインド・パキスタン間の対立など） 
【【【【国連軍司令部（ＵＮＣ）国連軍司令部（ＵＮＣ）国連軍司令部（ＵＮＣ）国連軍司令部（ＵＮＣ）】】】】６０年後も偽りの国連軍司令部による南朝鮮の米軍占領は続いている。 
国連が国連軍を正式に創設しなかったことは特筆すべきことである。国連安保理の正式な決定

なくして、その指示は米国によって採択された。１９９４年、国連事務総長ブトロス・ブトロス・

ガリは朝鮮の外務相宛の手紙でこう明かしている。「安保理はその支配下に補助機関としての統合

軍を設立しておらず、ただ（１９５０年に）米国当局下にそのような司令部を創ることを推奨し

ただけである」 
【【【【米韓連合軍司令部（ＣＦＣ）米韓連合軍司令部（ＣＦＣ）米韓連合軍司令部（ＣＦＣ）米韓連合軍司令部（ＣＦＣ）】】】】 南朝鮮は未だ米軍の占領下にある。朝鮮戦争と停戦協定締結後、

南朝鮮の軍隊はいわゆる国連軍司令部の権限下に置かれた。この取り決めは、事実上、全ての南

朝鮮の軍部隊が米国の指令下に置かれたことを意味する。１９７８年、米国の司令官の下、米韓

連合軍司令部が創設された。これは実質的に、いわゆる“国連軍”のラベルの変更であった。こ

の日、南朝鮮の軍隊は米国の司令下に残ることになった。 
 米韓連合軍司令部は本来、米国が南朝鮮軍の戦時作戦統制権を２０１５年に南朝鮮に返還する

ことで廃止されるはずであった。しかし、それによって南朝鮮の防衛力が弱まるおそれがあった。

そして朝鮮からの脅威が誇張していく間に心変わりしてしまった。 
 朴は高級将校に、いかなる北朝鮮の挑発にも“即時的で強力な反撃”を行うよう話した。彼女

は、北朝鮮の脅威は“とても深刻”であり、“もしわが国と国民に挑発行為が行われた場合、軍は

政治的判断なしに即時的で強力な反撃を行わなければならない”と考えていると発言した。（朝鮮

日報２０１３年４月１３日） 
【【【【在韓米軍（ＵＳＦＫ）在韓米軍（ＵＳＦＫ）在韓米軍（ＵＳＦＫ）在韓米軍（ＵＳＦＫ）】】】】在韓米軍は１９５７年に創設された。これはロシアや中国を含む第３国

へ攻撃できるよう展開されている米国太平洋軍（ＵＳＰＡＣＯＭ）の従属統合部隊として説明さ

れる。公式には２万８千５００人の米兵が在韓米軍の管轄下にいる。米国国防総省による最近の

数字では、在韓米軍の３万７千人の米兵が現在（２０１３年４月）南朝鮮に駐屯しているという。 
 米軍によって統合された在韓米軍は１９７８年に創設された米韓連合軍司令部（ＣＦＣ）とは

区別される。米韓連合軍司令部は米軍大将と副司令官としての南朝鮮軍の大将の司令下にある。 
現在の在韓米軍の司令官はジェイムズ・Ｄ・サーマンであり、彼は米艦連合軍司令部と国連軍

司令部の司令官として見なされている。 
日常的な南朝鮮軍（陸・海・空軍）の活動は、６０万人の現役兵と２００万人の予備兵で構成

される南朝鮮の司令下にある。しかし米韓連合軍司令部によると、これらの軍隊は事実上米軍司

令官下の米韓連合軍司令部の管轄下にあるのだ。 
これが意味するものは、３万７千人の在韓米軍を含め、米軍司令部のシステムは事実上南朝鮮

軍の全ての部隊をコントロールできるということだ。本質的にこれが何を意味するかというと、

南朝鮮は自国の軍隊をコントロールできないということである。南朝鮮軍は本質的に他国の利益

のために仕えているのだ。 
 毎年米国と南朝鮮は対朝鮮を標的にした軍事演習を行っている。この軍事演習は（朝鮮に対す

る従来型攻撃または核攻撃をシミュレーションしている）しばしば停戦日にあたる７月末に行わ

れている。 
同様に、南朝鮮の西海岸と済州島にある米軍基地は、中国に対する軍事的包囲の一端として利

用されている。米韓連合軍司令部における南朝鮮と米国の間の合意の観点からみると、米国の司

令下にある南朝鮮軍は、在韓米軍および米国太平洋軍と積極的に連動している、この地域の米国

の軍事行動の脈絡において展開されている。 
 南朝鮮は米国の兵器産業にとって数十億の利益をもたらしている。過去４年間、兵器購入の７

７％を占める米国によって、南朝鮮は世界で４番目の兵器輸入国にランク付けされている。注目

すべきは、それらの兵器が南朝鮮の納税者のウォンで購入され、それらが事実上米韓連合軍司令

部の名のもとで米軍の指揮下にあるということだ。 
 最近の動きでは、南朝鮮の大統領が朝鮮への先制攻撃の可能性を示唆した。 
「軍の最高司令官として、わたしは北朝鮮の突然の挑発に対する軍の判断を、北朝鮮に直接対決

するためのものとして信頼します」と彼女は発言し、ロンドンの“テレグラフ”によると、“取り

乱さずに、国民の安全を守るための責務を果たしてください。”と言ったという。 
 朴政権の国防相はまた、朝鮮に対する“積極的な抑止力”を約束し、核・ミサイル施設に対す

る先制攻撃を提案したと見られる。 
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【【【【朝鮮の核問題・誰の誰に対する脅威か？朝鮮の核問題・誰の誰に対する脅威か？朝鮮の核問題・誰の誰に対する脅威か？朝鮮の核問題・誰の誰に対する脅威か？】】】】歴史的背景―広島・長崎１９４５年８月６日、９日 
 マンハッタンプロジェクト下での米国の初期の核兵器政策は、冷戦期の“抑止力”や“相互確

証破壊（ＭＡＤ）”に基づいているものではない。 
 米国の朝鮮に対する核政策は、１９４５年８月の広島・長崎市民への核攻撃の後確立された。 
その戦略的目標は“大量死傷者を生み出す事件”の引き金をひくことであり、結果数多くの死者

を出した。その目的は、軍事征服のために国民全体をおびえさせるためであった。軍事目標は主

要目的ではなかった－“巻き添えの被害”の概念は、広島が“軍基地”で市民は標的ではなかっ

たという公的な口実のもと、市民の大量殺戮を正当化するために利用された。 
 トルーマンの言葉を借りると、「われわれは世界の歴史の中でもっとも恐ろしい爆弾を見つけた。

…この兵器は日本に対して使用された。…（われわれは）それを軍事目標と兵士、海兵を標的に

使用し、女性や子どもはその標的ではない。たとえ日本人がどうもうで、無慈悲で、無情で、狂

信的であったとしても、われわれは公共の繁栄のための世界のリーダーとしてそのような恐ろし

い爆弾を古都や新しい都市に落とすことはできない。…標的は純粋に軍事的なもののみである。

…今まで見つけたものの中でそれが一番恐ろしいもののように思うが、一番役立つものになる」 
（ハリー・Ｓ・トルーマンの日記 １９４５年７月２５日） 

「世界は初めての核爆弾が広島の軍基地に落とされたことに注目するだろう。それが、この初

めての攻撃で、可能な限り市民を殺すことをわれわれが避けようとする理由である」 
（ハリー・Ｓ・トルーマンのラジオでのスピーチ１９４５年８月９日） 
（注釈：初めて核爆弾が投下されたのは１９４５年８月６日の広島で、２番目はトルーマンがラ

ジオでスピーチをした８月９日の長崎への爆撃である） 
 米政府と米軍の上層部の誰も、広島が軍事基地であるとは思っておらず、トルーマンは自分自

身と米国民に嘘をついたことになる。この日の日本への核兵器の使用は、戦争を終わらせ、最終

的には“命を救う”ために必要な代償であったと正当化された。 
【【【【朝鮮に適用された広島政策：南朝鮮に備蓄され配備された米国の核兵器朝鮮に適用された広島政策：南朝鮮に備蓄され配備された米国の核兵器朝鮮に適用された広島政策：南朝鮮に備蓄され配備された米国の核兵器朝鮮に適用された広島政策：南朝鮮に備蓄され配備された米国の核兵器】】】】１９５０年６月の朝

鮮戦争開始の約１０ヵ月前である１９４９年８月２９日にソ連が初めて核実験を行ったすぐあと、

米国は朝鮮戦争中に朝鮮に対する核兵器の使用を考えた。必然的にソ連の核保有は朝鮮戦争にお

ける米国の核兵器使用に対する抑止力として作用した。 
朝鮮戦争直後、米国は朝鮮に対する核政策を転換した。核兵器の使用は、中国やソ連などの冷

戦期核保有国が介入してこないという前提で、朝鮮に対する先制攻撃の基本として見なされてき

た。 
朝鮮戦争が終わった数年後、米国は南朝鮮で核弾頭の配備を開始した。議政府と安養市へは早

くも１９５６年には配備されたと見られる。 
 米国が南朝鮮に核兵器を持ち込むことを決定したことは、敵対勢力が朝鮮に新しい兵器を持ち

込むことを禁じている停戦協定の１３項（ｄ）にあきらかに違反している。 
 実際の核兵器配備は、朝鮮戦争終了の４年半後である１９５８年１月に始まった。“オネスト・

ジョン地対地ミサイル、マタドール・クルーズミサイル、核爆破資材（ＡＤＭ）核地雷、そして

２８０mm 銃と８インチ（２０３mm）榴弾砲の５つの核兵器システムが導入された。”（核情報

プロジェクト：南朝鮮の米国核兵器 http://www.nukestrat.com/korea/koreahistory.htm） 
“デイビー・クロケット”は１９６２年７月から１９６８年６月の間南朝鮮に配備された。そ

の弾頭は最大０．２５キロトンの核威力を持ち、発射体は３４．５kg の重さしかない。 
戦闘爆撃機用の核爆弾は１９５８年３月に導入され、それに続いて１９６０年７月から１９６

３年９月の間には３つの地対地ミサイルシステム（ラクロス、デイビー・クロケット、そしてサ

ージェント）が導入された。ナイキ・ハーキュリーズ地対空ミサイルは１９６１年１月に、そし

て１５５mm 榴弾砲が１９６４年１０月に導入された。ピーク時には約９５０の核弾頭が南朝鮮

に展開された。 
数十年間他のものが残っていたが、数年の間に４つのタイプの兵器だけが展開したまま残った。

南朝鮮に展開されていた米国の核兵器のなかで３３年の間展開されていた唯一の兵器であった８

インチの榴弾砲は１９９１年まで残っていた。最後まで残っていた他の兵器は空中発射爆弾（い

くつかの種類の爆弾が数年に渡り展開されていた）と１５５mm 榴弾砲である。 
公的には、米国の南朝鮮への核兵器配備は３３年間続いた。その標的は朝鮮と、中国、ソ連だ

った。 
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【【【【南朝鮮の核兵器プログラム南朝鮮の核兵器プログラム南朝鮮の核兵器プログラム南朝鮮の核兵器プログラム】】】】    
 南朝鮮への米国の核弾頭配備と平行して、南朝鮮は１９７０年代はじめ、独自の核兵器プログ

ラムを開始した。公になった話では、米国は南朝鮮がいかなる核分裂性物質も創り出す前に、核

兵器プログラムを放棄し、１９７５年４月には“核不拡散条約（ＮＰＴ）”にサインするよう圧力

をかけた。（ダニエル・Ａ・ピンクストン“南朝鮮の核実験”ＣＮＳ ２００４年１１月９日 

http://cns.miis.edu） 
事実は、南朝鮮の核構想は１９７０年代初期から米国の監視下で始まっており、朝鮮の脅威の

観点から、米国の核兵器配備の構成の一部として開発されたということだ。 
そのうえ、このプログラムが公式には１９７８年に終わったと同時に、米国は南朝鮮の核兵器

使用トレーニングと科学的技術の向上を促した。そして忘れてはならないのは、米韓連合軍司令

部の合意の下、南朝鮮軍の全ての部隊が米国の司令の下にあるということである。これは、南朝

鮮軍が設立した全ての軍事施設と基地たちは実質的に共同施設であるということを意味する。南

朝鮮には全部で２７の米国の軍事施設が存在する。 
【【【【南朝鮮からの正式な核兵器撤収南朝鮮からの正式な核兵器撤収南朝鮮からの正式な核兵器撤収南朝鮮からの正式な核兵器撤収】】】】軍事筋によると、南朝鮮からの核兵器撤収は１９７０年代半

ばに始まったという。烏山空軍基地の核兵器保管場所は１９７７年後半に無力化された。この縮

小はその後数年にわたって続き、１９７６年には南朝鮮に存在した約５４０の核兵器は、１９８

５年には大砲の砲弾がおよそ１５０にまで減った。１９９１年の大統領の核構想のときに１００

残っていた弾頭の全てが、１９９１年１２月までに撤収された。公式な発表によると、米国は１

９９１年１２月に南朝鮮から核兵器を撤収させたという。 
【【【【米国本土と戦略潜水艦からの朝鮮に対する核攻撃計画米国本土と戦略潜水艦からの朝鮮に対する核攻撃計画米国本土と戦略潜水艦からの朝鮮に対する核攻撃計画米国本土と戦略潜水艦からの朝鮮に対する核攻撃計画】】】】南朝鮮からの撤収は決して朝鮮に対す

る核戦争の脅威の変更を意味するわけではない。反対に、米国の核弾頭配備に関する軍事政策の

変更に関係している。主な朝鮮の都市たちは、南朝鮮にある軍事施設ではなく、米国本土と米国

の戦略潜水艦からの核弾頭の標的にされている。 
 １９９１年１２月の南朝鮮からの米国の核兵器撤収後、セイモア・ジョンソン空軍基地にある

第４戦闘航空団には、朝鮮に対する核攻撃計画の任務が与えられている。それ以来、朝鮮に対す

る非戦略核兵器による攻撃計画が、米国本土にある基地の戦闘航空団たちの任務となった。その

うちの一つがノースカロライナにあるセイモア・ジョンソン空軍基地の第４戦闘航空団である。

…“われわれはシナリオ通り、朝鮮における戦闘をシミュレーションした。…そのシナリオは…

核兵器使用に関する国家指揮最後部による決定をシミュレーションしたものだ。…われわれは戦

術的核兵器を積み込む飛行機、クルー、（兵器を）搭載するものを特定した。…”（同上） 
１５分弱で標的を攻撃することができる能力をもったトライデントＤ５海上発射弾道ミサイル

は、在韓米軍の“基幹システム”である。 
 非戦略空中発射爆弾に加え、太平洋をパトロールしているオハイオ級潜水艦（ＳＳＢＮ）に搭

載された海上発射弾道ミサイルも、朝鮮に対抗する任務を担っている。国防総省の監察報告には、

１９９８年から米太平洋軍と在韓米軍に“基幹システム”として認識されているトライデンシス

テムを記載している。 
 トライデンシステムの主な任務はロシアと中国を標的にすることであるが、Ｄ５ミサイルは朝

鮮を標的として（１２～１３分間の）急な攻撃も可能な能力を備えている。そのように早く弾頭

が標的に到達することができるのは、米国の核兵器システム以外にない。ＳＳＢＮは太平洋で、

ロシア、中国そして朝鮮を標的に、指定のパトロール地域からどんなときも警戒している。 
 長距離戦略爆弾もまた、詳細は知られていないが、朝鮮に対する核攻撃の任務についているか

もしれない。B61-11 地中貫通型核爆弾の搭載母艦のように、B-2 は朝鮮の地下施設も核攻撃でき

る能力を持った強力なものである。 
 B61-11 地中貫通型核爆弾の搭載母艦のように、堅固な地中貫通型核兵器である B-2 ステルス爆

撃機も、朝鮮を標的にした重要な役割を担うかもしれない。最近のアップグレードは、新しい B-2
が８時間以内に核攻撃の任務を遂行する計画を可能にする。 
 公式には南朝鮮への米国の核兵器配備が３３年間続いたと言われている一方で、多くの核弾頭

が未だ南朝鮮に残っているという証拠がある。 
【【【【ブッシュ政権の２００１年の核戦略見直し：先制攻撃による核戦争ブッシュ政権の２００１年の核戦略見直し：先制攻撃による核戦争ブッシュ政権の２００１年の核戦略見直し：先制攻撃による核戦争ブッシュ政権の２００１年の核戦略見直し：先制攻撃による核戦争】】】】ブッシュ政権は２００１

年の核戦略見直しで、９／１１後の新しい先制攻撃による核戦争戦略の輪郭を確立した。すなわ

ち、核を保有しない国に対し核兵器を“自衛”の手段として使えるようになったということだ。 
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 朝鮮を標的にした“米国の核攻撃能力の要件”はネブラスカ州オマハにあるアメリカ戦略軍本

部の指揮のもと全地球攻撃任務の一端として確立された。朝鮮や中国、ロシアを含む“ならずも

の国家”を狙ったいわゆる概念計画（ＣＯＮＰＬＡＮ）８０２２である。２００５年１１月１８

日、朝鮮に対する核戦争訓練でのテストを通過したあと、統合戦略軍で新しい宇宙及び地球規模

攻撃軍団が使用可能になった。現在の米国の朝鮮に対する核攻撃計画は、３つの役割を行うと思

われる。 
 １つは、朝鮮の態度に影響を及ぼすことを意図した、漠然と定義されている従来の抑止的役割

である。この役割は朝鮮の大量破壊兵器の開発を阻止するため、２００１年の核戦略見直しによ

って拡大した。 
なぜなら、核兵器で朝鮮と対立した５０年間のあと、ブッシュ政権は追加的核戦力が朝鮮の大

量破壊兵器（核兵器プログラム）開発を止めることができるかは謎だと思っていたからだ。（同上） 
【【【【核戦争の脅威―朝鮮対米国核戦争の脅威―朝鮮対米国核戦争の脅威―朝鮮対米国核戦争の脅威―朝鮮対米国】】】】 西側メディアは一斉に朝鮮の核の脅威について注目しているが、

朝鮮の歴史を振り返ったときに勝る考えは、核戦力の不均衡についてだ。米国が半世紀以上にわ

たり朝鮮を核戦争の脅威にさらしてきた事実は、ほとんど西側のメディアは知らせていない。 
どこに脅威があるのか？ 
 米国と朝鮮の間の核戦力の不均衡は強調されるべきことである。軍備管理協会によると、米国

は「戦術的、戦略的、非展開兵器を含め、５千１１３個の核弾頭を所有している。」 
 新戦略兵器削減条約（new START）の宣言によると、５千１１３個以上の核兵器の中で、“米

国は７９２の展開されている大陸間弾道ミサイル（ＩＣＢＭ）、海上発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）、

戦略的爆弾に１千６５４個の戦略的核弾頭を配備している。…」 
その上、米国科学者連盟によると、米国は５００の戦術的核弾頭を所有しているという。 

（軍備管理協会 １．２０１３年４月３日、米国は新戦略兵器削減条約でロシアと交換するデー

タについて最後の概況報告書を公表し、各国が所有している発射装置と展開されている核弾頭の

数を共有した。２．２０１０年５月３日、米国国防総省は初めて米国が備蓄する核弾頭の数（５

１１３）を公表した。国防総省は、使用可能で展開されているまたは展開する準備がなされてい

る、機能している核弾頭と、“非稼働状態でトリチウムボトルを取り除いた”状態にある運用され

ていない核弾頭の備蓄数を含んでいる。 
情報元：軍備管理協会、米国科学者連盟、核分裂性物質に関する国際パネル、米国国防総省、

米国国務省） 
 対照的に、同じ情報筋（２０１３年４月）によると、朝鮮は“おおよそ４から８の核弾頭に充

分に足りるプルトニウムを所有している。朝鮮は２０１０年に遠心力装置を公表したが、高濃縮

プルトニウムの製造技術に関しては明らかになっていない。” 
その上、専門家の意見によると、“朝鮮が米国やその他の国に核ミサイルを発射する手段を持っ

ているという証拠はどこにもない。今のところ、朝鮮はいくつかの核爆弾を所有しそれを実験し

ているが、燃料や核の小型化、ミサイル搭載技術が足りていない。” 
（ 朝 鮮 ： 実 際 は 何 が 起 き て い る の か － Salon.com ２ ０ １ ３ 年 ４ 月 ５ 日

http://www.salon.com/2013/04/05/north_korea_whats_really_happening/） 
有名な原子核科学者であるジークフリート・ヘッカーによると、“最近の脅威にも関わらず、朝

鮮は核分裂性物質が不足しており、核実験経験が限られていることから、大した核兵器は所有し

ていない。”（同上） 
 核戦争の脅威は、朝鮮からではなく米国とその同盟国から広がっているのだ。 

米国の軍事的侵略の暗黙の被害者である朝鮮民主主義人民共和国は、米国本土への戦争挑発者、

“世界平和への脅威”としていつも描かれている。この非難はメディアのコンセンサスの一部に

なっている。 
その一方で、米国は現在３２０億ドルをかけて戦略核兵器の一新と、戦術核兵器の改良を行っ

ている。それは２００２年の上院の決定によると、“周辺の市民には害がない。” 
 朝鮮に対する連続的な脅威と潜在的侵略行為は、中国・ロシアを狙った東アジアにおける米国

の軍事戦略の一部として理解しなければならない。米国と西側諸国の人々は、米国が朝鮮やイラ

ンなどよりもはるかに世界の安全保障にとって脅威であると気づくべきである。 
【【【【朝鮮の経済発展朝鮮の経済発展朝鮮の経済発展朝鮮の経済発展】】】】米国の南朝鮮占領は、米国の経済と金融利益を手助けし、守っている。１９

４５年の始めから、南朝鮮経済に民主化はなかった。搾取的な日本の工場システムは南朝鮮の複
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合企業に導入された。それは日本の帝国システムの副産物であった。とても低い賃金に基づいた

このシステムの始まりから、南朝鮮の製造基盤はしばしば安い労働力の西側市場への輸出を引き

起こしていた。多くの点で、以前の朝鮮の製造基盤は朝鮮人労働者の権利を低下させる“産業の

植民地主義”の状態であった。 
 南朝鮮の複合企業（財閥）の台頭は１９７０年代に始まった目覚ましい経済成長業績の要因で

あった。財閥は“一つの親会社に群がった”色んな企業の複合企業だ。親会社は単一家族やビジ

ネス仲間によって管理されている。後者は南朝鮮の軍事政権当局と緊密な関係を持っている。 
南朝鮮の産業および技術革命は西側資本主義に挑戦した。米軍の存在にもかかわらず、南朝鮮

はもう“発展途上国”でも“従属経済”でもない。世界市場に加わり、南朝鮮資本主義は日本と

西側の多国籍企業と争っていた。 
【【【【１９９７年のアジア危機１９９７年のアジア危機１９９７年のアジア危機１９９７年のアジア危機】】】】南朝鮮は世界の資本主義国家に発展した。南朝鮮は独自の技術的基

盤と高度に発展した金融システムを手に入れ、いわゆる“アジアの虎”として分類された。 
しかし同時に、アメリカの占領軍の存在は言うまでもなく、全体の政治的枠組み（マクロ経済

政策の運営を含む）もワシントンとウォール街によってコントロールされた。 
 １９９７年のアジア危機は重要な分岐点であった。１９９７年の終わり、ＩＭＦ救済の押しつ

けにより、南朝鮮は事実上一晩にして不況に追いやられた。社会的影響は圧倒的であった。 
株式市場と外国為替市場の財政操作を通して、アジア危機は南朝鮮企業を弱体化させた。目的

は“虎の手なずけ”であり、南朝鮮財閥の分解、南朝鮮の経済、産業基盤、金融システムの米国

による管理・所有であった。１９９７年後半のウォンの暴落は外国為替市場の“裸の空売り”に

よって引き起こされた。これは経済戦争行為と同等である。 
いくつもの南朝鮮財閥は、ウォール街に代わるＩＭＦの命令によって解体・破綻に追いやられ

た。もっとも大きな３０の財閥のうち、１１が１９９７年７月から１９９９年６月までの間に破

綻した。 
１９９７年１２月のＩＭＦ救済のあと、南朝鮮の国内経済、ハイテク部門、産業基盤の大部分

は南朝鮮の債権者の交渉によるいろんな不正な条約のもと、アメリカと西側資本国家に“盗まれ

た”。 
西側企業は湯水のように金を使った。金融機関や産業資産を超安値で買収した。ウォンの下落

は、南朝鮮の所有するドルの価値を劇的に低下させた。 
ウォール街の代わりに、ＩＭＦは１２の関連会社の売却を含め、テウグループの解体を要求し

た。テウモーターズは容易に手に入った。これは自発的に起きた破綻ではない、これは生産的資

産を外国の投資家たちに渡るようにするための財政操作の結果である。テウはＩＭＦ合意の下で、

２００１年にテウモーターズをジェネラル・モータズ（ＧＭ）に売却することを受け入れた。同

じように南朝鮮の最大手である現代も、１９９７年１２月の救済後、親会社の再編を強制された。 
 １９９９年４月に現代は事業分野の数を３分の２に減らし、“５つの独立したビジネスグループ

に分散する”ことを公表した。これは西側の債権者によって強制され、ＩＭＦによって実行され

た事業分野削減の一部であった。“スピンオフプログラム”と呼ばれるものの下で、たくさんの南

朝鮮の財閥たちは小型化され解体されていった。 
 このプロセスの中で、南朝鮮の親会社たちに属していた多くのハイテク部門は西側に流れてい

った。 
南朝鮮金融の展望はまた“米国の投資家”たちによって奪われた。南朝鮮全土に支店を構える

第一銀行（ＫＦＢ）は、不正取引によってカリフォルニアのニューブリッジ・グループに買収さ

れた。（ミシェル・チョストフスキー “貧困の世界化と新世界秩序”グローバルリサーチ ２０

０３ 参照） 
同じような怪しげな取引は、２０００年９月に韓米銀行（KorAm Bank）をコントロールする

ために、カーライル・グループもしていた（その取締役会にはジョージ・ハーバート・ウォーカ

ー・ブッシュ元大統領、彼の時代の国務長官ジェイムズ・Ａ・べーカー、そして元国防長官フラ

ンク・Ｃ・カールッチもいた） 
韓米銀行はカーライル・グループがＪＰモルガン・チェースと協力して率いる合併企業に引き

継がれた。 
韓米銀行はバンク・オブ・アメリカと南朝鮮企業との共同事業として１９８０年代初期に設立

された。 
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３年後、シティバンクはカーライル・グループから韓米銀行の３６．７パーセントの株を買い、

その後残った株式も全て買収した。 
１９９７年のアジア危機以後、南朝鮮では財閥の崩壊と国内資本の弱体化を対象にした政府の

新しいシステムが確立された。つまり、１９９７年のＩＭＦ救済の合意は、南朝鮮の重大な構造

変革をもたらしたのだ。 
【【【【結び：平和に向けて結び：平和に向けて結び：平和に向けて結び：平和に向けて】】】】米国は未だ朝鮮と戦争中である。米国による戦争状態は、南北朝鮮両方

に向けられている。これは、朝鮮に対する終わらない軍事的脅威（核兵器使用も含む）で特徴づ

けられ、また、１９４５年９月から米軍に占領され続けている南朝鮮をも脅かされている。 
現在３万７千人の米軍が南朝鮮に駐屯している。朝鮮半島の地理を考えたとき、朝鮮に対する

核兵器使用は必然的に南朝鮮をも巻き込むことになる。この事実は米国の軍事立案者たちは知っ

ている。 
“平和協定”に関する交渉をするときに、まず強調すべきは、米国と南朝鮮は“同盟国”では

ないということだ。“本当の同盟”とは、外国の侵攻や攻撃に反対し南北朝鮮を統一させるものだ。

これが意味するものは、米国は全ての朝鮮民族との戦争状態にあるということだ。 
平和協定は、いかなる場合も、米国のどんな影響も受けてはならない。この件で、米国の外交

政策と軍事立案者たちは、在韓米軍を維持した状態での“再統一”のシナリオを考えている。同

様に、アメリカは“外国投資家”が朝鮮経済に浸透できるようにする枠組みを考えている。 
アメリカの目的は朝鮮の統一問題に介入することである。ネオコンのアメリカ新世紀プロジェ

クト（ＰＮＡＣ）は、在韓米軍（現在３７，０００）の数を増やし、アメリカの軍事プレゼンス

を朝鮮にまで広げられるようにする“統一後シナリオ”を開始した。統一朝鮮において、米軍の

軍事命令がいわゆる“朝鮮の安定作戦”を実行するだろう。 
“朝鮮の統一は、朝鮮半島に存在する米軍の削減と、米軍の朝鮮に対する姿勢の転換を要求す

るであろうが、その変化は米軍の任務の変化に影響を及ぼすが任務を終わらせるわけではないだ

ろう。その上、どんな現実的な統一後のシナリオでも、米軍は朝鮮の安定作戦への役割を担うだ

ろう。統一後の朝鮮における米軍プレゼンスの正確な規模や構成を推測するのは時期尚早である。

しかし、米軍の長期にわたる戦略的目的を認識することは決して早すぎることはない。現時点で

は、朝鮮半島に存在する米軍の機能を削減させようとすることは軽率である。むしろ、特にミサ

イル攻撃に対する防衛と、朝鮮のミサイル発射能力の影響を制限するための能力に関して言うな

ら、それらを増強する必要がある。いつかは、もしくは統一とともに、これらの構造は変わり力

量も変動するであろうが、米国のアジアの片隅におけるプレゼンスは存続すべである。”（米国新

世紀プロジェクト “新世紀の米国の防衛、戦略、軍事、資力の再編”１８ページ） 
 米国の目的は明白である。だからこれらの対話が外部の影響抜きに南北朝鮮によってなされる

ことが重要だ。この議論では、朝鮮に対する経済制裁の撤回とともに、全ての在韓米軍の撤収に

ついても取り組まなければならない。 
米軍のプレゼンスと３万７千人の占領軍の撤収は平和協定の必須条件である。平和協定に準じ

て、米韓連合軍司令部の合意は無効にするべきだ。そうすれば南朝鮮軍の全部隊は南朝鮮軍司令

部の下におかれるであろう。 
米韓連合軍司令部合意は本質的に、南朝鮮軍に対し、南朝鮮大統領と南朝鮮軍最高司令官に取

って代わって、米国と朝鮮との戦争で戦うよう司令することを米軍司令部に許可している。南北

朝鮮の経済、技術、文化的および教育的協力を発展させる観点から、二国間協議が行われなけれ

ばならない。 
経済的主権は中心的問題である。闇取引は１９９７年のＩＭＦ救済の始まりから始まっていた。

これらの取引は、西側企業による違法で不法な買収と南朝鮮のハイテク産業および金融の大部分

の所有に貢献した。同様に、南朝鮮のＴＰＰ加入の影響も分析しなければならない。 
平和協定は南北朝鮮間の国境開放と同時に進むだろう。２０００年６月１５日の南北共同宣言

に沿って、統一に向けた課題とタイムラインを設けるために、南北共同作業委員会を設置しなけ

ればならない。 
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【パネリスト】 
 

 

ブライアン・ベッカーブライアン・ベッカーブライアン・ベッカーブライアン・ベッカー（反戦反人種差別行動 事務総長）    

 

[プロフィール]著名な米国の平和運動家。ワシントンに本部を置き世界各国で活動する数多く

の反戦反人種差別運動と組織を網羅する国際連合体である ANSWER の総責任者。「ｲﾝﾀｰ･ﾅｼｮﾅ

ﾙ･ｱｸｼｮﾝｾﾝﾀｰ」（IAC）の共同ディレクター、朝鮮の自主的平和統一のための国際連絡委員会副

議長も務める。 
 

 

尊敬する皆様。 
本日のシンポジウムは、朝鮮の人々の自決権を侵害しようとする米帝国主義の謀略を退けるた

め、アジアや米国を含む他地域の人々が共に立ち上がる素晴らしい行動です。 
 米国政府および企業が所有する米国メディアの擁護者たちは、朝鮮民主主義人民共和国（以下、

朝鮮）が他国の攻撃に対して基本的な自衛権を主張するたび、朝鮮を攻撃的で扇動的な国として

ひたすら喧伝します。 
 朝鮮政府は、恐怖と憎悪の感情を生み出すよう米国で考えられた最も軽蔑的な表現をもって、

米国によって喧伝されています。米国は、かつて南朝鮮において凶悪な警察国家がつくられたの

は米占領軍の指揮下であったという事実を隠しながら、朝鮮半島の「自由と民主主義」を望んで

いると主張します。過去６０年間、朝鮮戦争時の米国の戦争犯罪の暴露に挑み、植民地主義と闘

う朝鮮の役割や同国の社会体制について好意的な発言をした数千人の南朝鮮の人々が投獄され、

拷問を受けました。米国政府は、南朝鮮の悪名高い国家保安法のもと、そのような民主主義の非

道な抑圧と弾圧を支えてきました。 
 朝鮮を悪魔化しようとするプロパガンダ戦争は、より大きな戦争の一部です。 
 米国政府は、朝鮮という主権国家を締めつけ、転覆・滅亡させるためのあらゆる可能な手段を

利用します。 
 米国政府は朝鮮による侵攻および爆撃をシミュレーションしています。 
 米国政府は数万人規模の軍隊を南朝鮮に駐留させていますが、外国の軍隊が自国の領土を占拠

している限りは、どのような政府も真に自主的にはなれないということ、どのような人々も真に

自由にはなれないということを私たちは知っています。 
 米国政府は、最も厳しい経済制裁により朝鮮を経済的に締めつけようと企てています。 

朝鮮は２０１２～２０１３年に国際的に合意された法に従い人工衛星を打ち上げましたが、こ

れは他の６０カ国が２０１２～２０１３年に行なったこととまったく同じことでした。しかし、

朝鮮だけが国連の場に引きずり出され、人工衛星打ち上げが制裁の対象となりました。 
 朝鮮に対するこのような措置は、いわゆる法の支配によるものではなく、むしろ国際法を無視

し、真の侵略国らの宥和政策に他国を取り込みたい最も強大な帝国主義国の欲望によるものです。 
 帝国主義者たちは、朝鮮の船に乗り込み、積み荷を押収し、乗組員を逮捕することによって、

過去、数世紀の海賊のように振る舞っています。 
 今日、米国の支配者の指揮下で行動しているパナマ政府は、乗組員を不法に逮捕し拘束しまし

た。パナマ政府は乗組員の訴追を望んでいます。これは国際法の愚弄であり、現代の海賊行為で

す。パナマ政府の行動は、米国政府の政策の延長と理解されるべきです。パナマ政府は隷属的で

あり、自立的な政府ではありません。かつてのパナマの自立的な政府は、数千人の民間人の命を

奪い傀儡政権を建てた１９８９年の米国による侵攻によって破壊されました。 
真実は戦争における第一の犠牲者である、という古い決まり文句があります。朝鮮に対する今

日の戦争は、この決まり文句の的確さを証明しています。米国の政策は偽りによって正当化され

ているのです。 
１９４５年の朝鮮半島における非道な南北分断以後、米国は、朝鮮半島を自らの支配下に置き

続けるための止むことのない戦争を行なっています。 
 １９４５年以後、米占領軍の監視下で数万にわたる南朝鮮の進歩的な人々が投獄され、拷問さ

れ、殺害されました。 
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 １９５０年６月、米国は南朝鮮に侵入し、自国の侵略と大規模爆撃の隠れ蓑として国連を不正

に利用しました。 
 米国は朝鮮を破滅させることに失敗し、１９５３年７月、停戦協定を締結しました。 
 しかし、停戦協定締結の日から今日に至るまで、米国政府は他の手段―軍事演習、侵攻および

爆撃作戦行動のシミュレーション、国際的な経済制裁、朝鮮を外交的に孤立させるための企て、

共和国を悪魔化するための国際的メディアとプロパガンダ運動―を利用し戦争を続けています。 
 米国のような強大な政府によって、なぜこのような執念深い憎悪が朝鮮に向けられるのでしょ

うか？それは、朝鮮が自立的な政府であり、米国政府の政策は、米国の金融界および国防省の奴

隷として機能する傀儡政権のみをつくり擁護することにあるためです。 
 朝鮮が平和への実存的脅威を呈するためでしょうか？ とんでもありません。朝鮮は軍隊や軍

用機を一度も外国に送り出したことがないのです。お決まりのように他国を侵攻しているのは、

他でもない米国政府です。１９５０年、米国は朝鮮半島に侵攻し、１９６０～１９７０年代にベ

トナムで戦争を醸成し、１９６１年にキューバに侵攻、１９８３年にグレナダに侵攻、１９８９

年にパナマに侵攻、１９９１年にイラクに爆撃侵攻し、１９９５・１９９９年にユーゴスラビア

を爆撃、２００１年にはアフガニスタン、２００３年にはイラクに侵攻、２０１１年には NATO
の大規模爆撃行動でリビア政府を破壊しました。 
 こうした止めどない戦争・侵攻・占領政策は米国政府によるものであって、朝鮮によるもので

はないのです。 
米国の政治的軍事的支配層からすれば、朝鮮の真の罪は、朝鮮が存在するということなのです。

朝鮮政府の罪は、自国の防衛に努め、自国に誇りを持ち、自国への脅迫や攻撃を行なう者たちに

屈さず従わないことなのです。 
 本日、ここに集った私たちは、正しい名で物事を呼ばなければなりません。進行中の戦争を維

持したいのは米国政府の政策であり、世界の平和を愛する私たちは、この戦争を止めたいのです。

真の恒久的平和へのロードマップはとても明確です。 
 米国は朝鮮への軍事演習を止めなければなりません。平和協定の締結が必要とされています。

ただちに制裁が解除されなければなりません。米軍は朝鮮半島から完全永久に撤退するべきです。

そして最後に、米国は尊重と平等に基づいた対外政策を行なうべきです。 
 今こそ平和協定締結を！朝鮮の人々の民族自決を！ 
 

 

鄭鄭鄭鄭    己己己己    烈烈烈烈（中国清華大学客員教授）    

 

[プロフィール] 1953 年 2 月 6 日 韓国・江原道生まれ。米テンプル大学の宗教学部で哲学博士

号を取得。中国社会科学院地域安全研究センター客員研究員、東北アジア平和学術会議事務総

長も兼ねる。北京を拠点とする英語ウェッブ・サイト「第四メディア」（The 4th Media）の責

任主筆でもある。 
 

 

【序文】高名なゲスト、友人、支援者、紳士淑女のみなさん、この極めて歴史的な、停戦協定 60
周年記念東京国際シンポジウムで、朝鮮、日本、米国、カナダからの国際的に認知された高名な

ゲストのみなさんとご一緒できることは光栄であります。 
このシンポジウムは、朝鮮半島に平和協定を求める 2013 年グローバル・キャンペーンの一つと

して最後の、かつ重要なものであります。2013 年グローバル・キャンペーンは、北、南、海外の

各階層の朝鮮の人々と、世界の何十万もの平和愛好人民－すなわち、今日、東京でのこの最後の

「リレーシンポジウム」に参加しているあなた方のような人々－によって組織されました。 
 限られた時間の中で、私は、北、南、そしてここ日本を含む海外の 8 千万の朝鮮人の総意と願

いを代表していると期待するこの国際運動の立場について伝え、共有したいと思います。 
【I】1953 年 7 月 27 日、朝鮮戦争の戦闘は、朝鮮および中国と、既に国連を代表しているかのよ

うに意図的に偽装した米国が署名した脆弱な停戦協定によって一時的に収まりました。 
 平和条約の問題に入る前に皆さん、60 年間隠されてきたもう一つの問題に注目しましょう。そ

れは、朝鮮で「国連軍司令部」を名乗ることの不当性です。米国は、朝鮮半島と東北アジア地域

で自国の軍隊と戦略的アジェンダを、「国連軍司令部」の帽子を被って不当にも正当化してきまし
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た。 
ブトルス・ブトルス・ガリ、コフィ・アナンの両元国連事務総長と現職の潘基文事務総長はき

っぱりと、米軍が「国連軍司令部」の名の下に朝鮮に駐留することの不当性を指摘しました。 
「国連から何の権限も与えられていない米国は文字通りの『統合軍』という名を『国連軍』に替

えた。この変更は、国連の権限の下で米国は活動しているように見せることで、朝鮮戦争とその

停戦における米国の役割を偽った」(1) 
しかし、「『国連軍司令部』と呼ばれるものによって決められた決定は、米国によって成された。

『国連軍司令部』の名の下で活動するとき米国は、国連の傘下あるいは代表としているのではな

い。米国が国連の権限の下で活動しているというのは誤った外見である」(2) 
それ故、国連全体として米国に対し国連軍司令部という名の不法な、不当な使用の問題の解決

を要求してきました。「1975 年 11 月、決議第 3390 (XXX) B が国連総会で採択され、米国がこれ

以上、国連軍司令部という誤解を招く表現で米軍の役割を示すことがないよう、関係国間で交渉

を行うことを求めました。（しかし）米国はこのような交渉を行うための自国の責任を満たしてい

ない」(3) 
 潘基文事務総長の副報道官による 6 月 21 日正午のプレスブリーフィングで、この問題に対する

潘氏の姿勢を問う質問がなされました。 
「しかし国連は、朝鮮半島に展開されたいかなる兵力の指揮においていかなる役割も果たしたこ

とがない。特に、1950～53 年の間、統合軍の下で展開された兵力の指揮において、いかなる時も

何の役割も果たしていない」「これは停戦協定の当事国にとっての問題である。国連は停戦協定の

当事者ではない」(4) 
この機会に、国際社会が、国連総会、国連安全保障理事会、国連事務総長が、世間にひどく隠

されたこの未解決の朝鮮における国連軍司令部の問題に再び着手するよう要求し、圧力をかける

ことを国際社会に訴えたいと思います。この問題は世界のほとんどの主要メディアから徹底的に

無視されているか、あるいは半世紀以上国際的な関心を払われてきませんでした。 
【II】平和協定の問題に戻りましょう。上記の、全ての参戦国から何百万もの無辜の人々（特に

朝鮮人は 400 万人に達する）を巻き込んだ最も激しい軍事衝突の 1953 年の「暫定中止」は、1953
年の合意で明確に示された恒久的な平和体制への転換を実現していません。 
それどころか、朝鮮の自主的な平和統一は系統的に頓挫させられ、そのほとんどが米国によるこ

とが明らかな内外の「反朝鮮」「反統一」勢力からの継続的な妨害を受けてきたのです。 
 平和協定に関していうならば、朝鮮民主主義人民共和国（「北朝鮮」）の主張は数十年間もの間、

受け入れられなかったし、一方、他の責任ある当事国はさして関心がなかったようである。だが

それは、それらの国が、「統一朝鮮」ではなく「分断された朝鮮」を意味する現状維持を意図的に

避けるか、もしくは選択しようとしなかったとすればの話であります。 
 結果的に、一方で、朝鮮は強引に、60 年続いている米国主導の「合同軍事演習」によって一方

的かつ継続的にもたらされたほとんどやむことのない戦争の威嚇による継続的な包囲攻撃の対象

とされました。その間、既に世界で最も武装された地域のさらなる武装化に国内外からの強い批

判があるにもかかわらず、米国は南朝鮮全体に知られざる数の軍事基地で何万という「占領兵力」

維持してきたのです。それは、米国が新たな主要海軍戦略基地を建設している済州島の江汀にま

で及びます。 
 もちろん、朝鮮に降伏させようと米国は「核による先制攻撃」という犯罪的な戦略で朝鮮を脅

かすことを忘れたことがありません。しかし、その断続的な核戦争の威嚇を含む極めて挑発的な

軍事演習は、朝鮮に対して通用したことはありません。それは 1950 年 11 月、朝鮮戦争時に米国

が最初に核爆弾を落とすと脅したときもそうでありました。 
しかし、理由がどうであれ、それは単純に「北朝鮮」の場合には通用しなかった。これは、相手

（北朝鮮）は倒すべき「敵」（米国が）であることを理解している一方、米国は対応の仕方を知ら

なかったということを意味するかもしれません。 
「北朝鮮の破壊された市街は 40％から 100％に及んだ。司令官リッジウェイ大将は戦術的な地域

あるいはそうなる地域の『全ての生き物を死滅』させようとした。無慈悲な航空戦の勢いで。全

ての市街地と村を。灌漑用水と電力を生み出す朝鮮の大きなダムは爆破され、そのいくつかは稲

作の時期であった。マカーサー将軍は、朝鮮周辺の海上に 30 発の原爆を投下し、中国と北朝鮮の

間を放射線地帯にしながら、10 日で戦争に勝つという計画を自慢していた。」(6) 
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もう一方で、朝鮮の分断の歴史を通して十分に理解されているものとして、想像し難いほど残

酷な人的損失は簡単には量れず、表現できないものです。たとえば、外部勢力の強制力によって

離れ離れになった家族が 1 千万という人的被害。分断による人的被害は想像し難いものでありま

す。言葉では言い尽くせません。ある人が主張する分断それ自体が「人道に対する犯罪である」

という主張は根拠のないものではないのです。 
 これが、どんなに負担がかかろうとも朝鮮の分断が直ちに終わるべき最も根本的な理由であり

ます。民族が何であろうと、強制的に数十年間も分断された家族の不幸以上の不幸はありません。

私は朝鮮の不幸についてのみ述べているのではありません。私は世界における人間の不幸につい

て述べているのです。理由がどうであり、人間によってもたらされた不幸が存在するところでは、

その不幸はしっかりと解消されなければならないのです。 
しかし、この 60 年以上、東北アジアとユーラシア大陸周辺の環境は、必ずしも朝鮮の自主的平

和統一に有利なものではありませんでした。朝鮮半島周辺の諸大国が「国益」のために争い合う

地域にいまだにある衝突は、どちらにも有利な環境をもたらしてこなかったのです。結果的に、

朝鮮人、特に北側と在日朝鮮同胞社会の不幸は十分に減りませんでした。それはいまだ存在して

おり、続いているのです！ 
 どんな論理であろうと、双方（北南）から朝鮮人が集まって民族統一のための対話に真摯に取

り組むとき、いかなる国家も外部勢力も議論し、論争し、問い、あるいは疑う権利はないという

ことが強調されなければなりません。 
 朝鮮半島の近隣諸国に誠実に求められるのは何よりも、尊重し、支援することです。妨害した

り反対したりするのではなく、分断された祖国を平和的方法、最も重要なこととしては相互尊重

の対話、交渉、協力を通じて統一させるための 8 千万の朝鮮人の不滅の夢と努力を真に支援する

ことであります。 
 平和的に統一した朝鮮が、朝鮮人だけでなく地域と世界の皆に恩恵を与えるであろうことは間

違いありません。反対のシナリオ、すなわち、60 年以上にもなる押し付けられた分断は確実に誰

にとっても災難であります。この破滅的な現状維持が続くなら、地域だけでなく世界が想像し難

い結果を被らなければなりません。それは恒常的な核戦争の脅威がもたらすものであります。 
これは、全人類に対するものであるということは、語る必要もないことであります。 
【III】分断を押し付けられておよそ 70 年間、北と南の全体の人的および天然資源は深刻に社会

発展と人々の幸福から引き離され、軍事と継続的な戦争演習に注がれてきました。構造的に常に

危険で対決的であるために極めて不安定で不確かな状況は、北、南と海外のほとんどの朝鮮同胞

の意に反して強引に続いてきたのです。 
 世界の多くの人が説得力を持って述べるように、過去と現在、そして未来に向けた敵意は意図

的に、次の主要な理由によって維持されてきました。米国を本拠地とする軍産複合体、米国に支

配されていない状況、条件における朝鮮の自主的な平和統一に対する妨害、軍事基地や中国、ロ

シアなど特定のターゲットを持つ帝国主義的冒険の足場に朝鮮半島を利用すること、そして、恐

らく最も重要なこととして、米帝国主義のアジェンダからの独立と自主を求める未来のいかなる

国家に対しても向けられる警告であります。 
 主に戦争関連企業の利益と米国の覇権について述べた上記の理由から、平和条約は 60 年間系統

的に回避、無視され、まさに今この時も妨害されています。平和協定の提案に対する継続的な無

視と、または回避を正当化するために、無数の「戦争危機」が常に「造られ」、意図的に維持され

てきました。 
 議論の余地なく、あるいは疑いなく、これがまさに 1953 年 7 月 27 日に署名された停戦協定以

後、朝鮮半島が「準戦時体制」を脱せなかった理由であります。 
 したがって、朝鮮半島と全東北アジア地域の平和と安全を常に脅かす、押し付けられた朝鮮の

分断という「現状維持」は、遅れに遅れた平和条約を朝鮮半島にもたらすことで、今すぐに終わ

りにしなければなりません。 
この歴史的瞬間を実現するために、それらの「造られた危機」は、みなさん、各国、地域と世界

のためにここで止めなければなりません。そうすれば、前述した朝鮮半島での人的被害も直ちに

終わります。 
 停戦協定第 4 条によると、「朝鮮問題の平和的解決」は「軍事的対立を治める合意への署名直後

の 3 カ月という時間的枠組みのうちに成されるものである。」(7)しかし、知られているように、
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第 4 条に定められた「朝鮮から外国の軍隊が撤退し、朝鮮問題を平和的に解決するため」の合意

がなされて 3 カ月はとっくに過ぎ、60 年も過ぎているのです！ 
 朝鮮半島に恒久的な平和体制を確保する政治的、道徳的責任は、朝鮮人だけの仕事ではありま

せん。この歴史的な任務は共同で国際的に取り組む仕事です。私たちみんなの任務であります。

朝鮮の分断に責任ある誰もが、謙虚に、反省をもって、誠実な望みと努力と姿勢で前向きに取り

組まなければなりません。無視されてきた政治的かつ道徳的な責任を果たし、借りを返すために、

ともに取り組んで何としても 60 年遅れた平和協定を朝鮮半島に今、もたらしましょう！ 
最近の 4～6 ヵ月間、朝鮮半島、東北アジア地域と全世界は、新たな現実に陥りました。すなわ

ち、地球で史上初の核戦争が現実に起きる可能性が高かったのです。地域での核戦争の可能性の

リアルさは確実に、朝鮮同胞だけでなく近隣諸国の人々、特に中国と日本の人々の間にも恐怖と

深い憂慮をもたらしたはずです。 
 この核戦争の可能性という恐怖感覚は地域の一般市民だけでなく、南朝鮮、日本、グアム、ハ

ワイ、そしてアジア太平洋のその他の米軍基地に居る何十万もの米兵とその家族にも感じられた

ようであります。 
 これこそ、数千万の北、南、海外の朝鮮人が世界各地の数千万の平和愛好人民と共に、一致し

て謙虚に連帯し、平和条約の署名を求め、朝鮮半島の恒久平和体制を確保しようとする理由であ

ります。 
 このプレゼンテーションを終える前に、愛好人民の北、南、海外の数千万の朝鮮人に合流する

ここと世界のみなさん、そして平和を願う世界の人々と共に、次の要求を心から叫ぶことをお願

いします。 
１．既に死んだ停戦協定は、朝鮮、中国、米国および南朝鮮という責任ある当事者によって署名

され、平和協定に替えなければなりません。 
２．平和協定が署名されれば、国際社会全体は北、南、海外の朝鮮人を支持し、彼らが自主的平

和統一というプロセスを、いかなる外部勢力に妨げられることもなく、彼らの論理に基づく環境

で進められるよう支援できるはずであります。 
３．従って、アジア太平洋地域は保たれ、平和共存と相互協力の地域というさらに輝かしい未来

へと鼓舞されるでありましょう。 
４．上記の理想的であるが正当な要求を順調に、着実に進めるために、地域の責任ある当事者は、

地域に再びさらなる「造られた危機」がもたされるのを許さず、地域と世界の平和、安全と共栄

がどんな環境でも阻まれないやり方で成功するようにしなければならなりません。 
ご静聴ありがとうございました。 

 
 

朝鮮戦争停戦協定朝鮮戦争停戦協定朝鮮戦争停戦協定朝鮮戦争停戦協定 60606060 年と日本年と日本年と日本年と日本    

金金金金    英英英英    子子子子（朝鮮大学校 文学歴史学部教授）    

 

[プロフィール]1959 年 7 月 27 日生まれ。朝鮮大学校歴史地理学部卒。朝鮮民主主義人民共和

国学士号（準博士）取得。現在、朝鮮大学校文学歴史学部教授・朝鮮現代史講座長。論文に「朝

鮮民主主義人民共和国の対日活動に関する歴史的考察－解放後～1950 年代」(2011)がある。 
 

 

【【【【はじめにはじめにはじめにはじめに】】】】朝鮮戦争は、挫折させられた日本からの脱植民地化のための戦争であり、米国に強

要された分断と侵略に反対する民族解放戦争であるということから、朝鮮人民の祖国解放戦争と

いう。日本は朝鮮戦争の根源、戦争の開始、戦争による破壊と犠牲、停戦状態における分断の固

定化と朝鮮半島の緊張状態に深くかかわっている。 
１．日本の朝鮮植民地支配は朝鮮戦争の根源１．日本の朝鮮植民地支配は朝鮮戦争の根源１．日本の朝鮮植民地支配は朝鮮戦争の根源１．日本の朝鮮植民地支配は朝鮮戦争の根源    

―植民地政策により朝鮮人内部につくられた対立構図―地主と農民、親日派と朝鮮民衆の対立 
―米軍により南朝鮮に植民地期の対立構図が継続、ソ連軍占領下北朝鮮で脱植民地化 
―南朝鮮で親日派を反対する民衆抗争が、単独選挙・単独政府反対の民衆武装抗争へと展開、植

民地分断反対闘争、それに対する南朝鮮軍警の大量虐殺、内戦へ 
・済州島 4.3 蜂起（1948）→島民 3 万人虐殺（全島民 30 万人） 
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・「大韓民国」成立（1948.8.15） 
・麗水・順天軍人蜂起（1948.10）→8000 人処刑 
・パルチザン闘争（1949 年～）→国家保安法成立後（1948.12）1 年間に 11 万 8600 人逮捕、処

刑 
―南北朝鮮の独立統一勢力が北朝鮮に集結、南に集結した植民地分断勢力に対抗、南朝鮮の軍警

による「小さな戦争」、平和統一と戦争のせめぎ合い 
・南北連席会議（1948.4）、朝鮮民主主義人民共和国創建（1948.9.9）、祖国統一民主主義戦線

（1949.6） 
→ 外国軍の撤退、朝鮮人自身による平和統一、南北総選挙実施と統一的最高立法機関の創設な

ど提案 
・1949 年～1950 年 6 月まで南朝鮮軍および警察の 38 度線以北への攻撃 1830 回以上 
・1950.6.25 全面戦争勃発 
 ―1950.6.25 米国による朝鮮侵略戦争勃発 
米軍中心の「国連軍」結成、16 カ国が参戦、国際戦争へ 
  ⇒親日分断勢力と独立統一勢力の内戦の根源は日本の植民地支配、冷戦のために親日派を蘇

らせたのは米国 
２．日本は米国の朝鮮戦争で特別な役割を果たした第一同盟国２．日本は米国の朝鮮戦争で特別な役割を果たした第一同盟国２．日本は米国の朝鮮戦争で特別な役割を果たした第一同盟国２．日本は米国の朝鮮戦争で特別な役割を果たした第一同盟国    

―米国が冷戦、朝鮮および東アジアにおけるナショナリズムに対抗するため対日占領政策転換 
・1948.10 国家安全保障会議「日本に対する米国の政策についての勧告」（NSC13/2）、対日講和

を懲罰的に行うべきではないという方針 
・極東国際軍事裁判終結（1948.12）、経済安定九原則（1949 年～）、団体等規制令（1949.4）、レ

ッド・パージ（1950.5～）、公職追放解除（1950.10）、警察予備隊創設（1950.7.8） 
   →旧日本帝国主義の復活 
―サンフランシスコ単独講和と日米安保条約（1951.9.8）、日本の再軍備と米軍駐留、連合国の賠

償放棄規定、日本全土に米軍基地、日本は米国の特殊な同盟国に 
   →ポツダム宣言履行破棄で懲罰を解かれた日本は対米追従、蘇った旧日本帝国主義は朝鮮

の独立統一阻止のため戦争に積極的に協力 
米国にとって日本は最強の助っ人、朝鮮人にとっては最大の脅威  

―日本の戦争協力 
・政府の戦争協力方針 
＊1950.7.4 閣議 
「朝鮮における米国の軍事行動に行政措置の範囲内で協力する方針を了承」、具体的には、「日本

商船による韓国向け輸送、国内通信網、測定労働者の超過勤務対策」など提示 
＊7.14 吉田茂首相、第八回国会施政方針演説 
「赤色侵略者がいかにその魔手を振るいつつあるかは、朝鮮事変によって如実にしめされておる

のであります。すなわち、わが国自体が既に危険にさらされているのであります。この際国際連

合の諸国が敢然として立って、多大の犠牲を顧みず被侵略者の救援に出動いたしておりますこと

は、われわれのおおいに意を強うするところであります。（略）わが国としては、現在積極的にこ

れに参加する、国際連合の行動に参加するという立場ではありませんが、でき得る範囲内におい

てこれに協力することは、きわめて当然のことであります。」 
・米軍の攻撃基地、補給基地、後方基地提供 
  ＊1952.7.11 と 8.29 平壌大空襲 
1 日 1,254 回、1,403 回の出撃、戦争中最大の空襲、横田、嘉手納基地から出撃 
   →米軍の空爆の恐ろしさを朝鮮は経験、それが日本の基地から出撃したことから、朝鮮は

つねに米国の軍事的脅威のうしろに日本がいると認識 
・旧日本兵が直接参戦 
 ＊仁川上陸作戦、元山上陸作戦の掃海艇 
 ＊在日学徒義勇軍として旧日本軍が参加 
 ＊朝鮮側の捕虜収容所に日本兵が存在 
・日本の「朝鮮特需」23 億 7300 万ドル 

工業生産量―太平洋戦争以前比 1950 年 82％、51 年 115％、53 年 160％ 
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３．停戦後日本は南朝鮮を支えながら朝鮮に対する植民地主義を継続、米・日・韓同盟をもって３．停戦後日本は南朝鮮を支えながら朝鮮に対する植民地主義を継続、米・日・韓同盟をもって３．停戦後日本は南朝鮮を支えながら朝鮮に対する植民地主義を継続、米・日・韓同盟をもって３．停戦後日本は南朝鮮を支えながら朝鮮に対する植民地主義を継続、米・日・韓同盟をもって

朝鮮の分断と緊張激化に関与朝鮮の分断と緊張激化に関与朝鮮の分断と緊張激化に関与朝鮮の分断と緊張激化に関与    

―米国が「大韓民国」成立直後から反共、反朝鮮同盟のために日韓の結束に着手 
・1948.10 マッカーサーの招請で李承晩が訪日、1950.2、1953.1 と訪日続く 
・南朝鮮で植民地期個人の被害について調査実施（21 億円程度）、李承晩は請求権を主張するつ

もりでいたが、2 回目の訪日後から韓日間の反共戦線を力説、過去清算に妥協的態度 
・1951.10 日韓予備会談の開始時点で、李承晩は反共を第一義として臨む 
―日本はサンフランシスコ講和準備段階から、朝鮮に対し支配者的立場を復活させる 
・1951.4.23 ダレスが「韓国の威信を高めるため、講和への参加を米国は考慮している」と述べる

と吉田茂首相は拒否 
1.朝鮮は平和条約の発効で独立を回復するもので、戦争関係にはなかった。 
2.朝鮮を連合国として扱うことになれば、在日朝鮮人は連合国人の地位を取得することになる。

そこから生じる社会的困難は深刻であろう。 
→米国は韓国招聘を断念、旧日本帝国主義を復活させたことによる当然の帰結 

―米国主導による 14 年間の日韓会談 
・日韓会談は終始一貫、米国が主導 
  ＊米国は東アジアで朝鮮、インドシナ問題などを抱え、朝鮮問題は日本に任せる方針、東ア

ジア反共同盟結成のために日韓会談を促す 
  ＊会談途中、日韓の対立が起きるたび米国が仲裁 
とくに「久保田発言」以後はオブザーバー的立場から、積極的な調停者として役割 
難航した請求権問題では「金・大平メモ」の土台を作成 
  ＊仲裁の方向―日本の要求を優先し、南朝鮮に圧力をかけて「解決」 
   →日韓関係においては日本に対して米国の外交的圧力も効き目なし 
・日本は南朝鮮との関係で植民地主義を貫徹 
  ＊米国の要求で会談、日本の共産化を防ぐために南朝鮮を支援するという立場 
  ＊日韓間の意見相異があったとき、日本は南の要求は聞き入れない 

＊植民地条約の「合法」化、請求権を「経済協力」「贈与」と名目変更、金額の低減 
→植民地過去清算の完全拒否 

・南朝鮮は日本に妥協 
  ＊米国の圧力、日本の頑なな交渉拒否姿勢、反朝鮮のため日本の援助が頼り 

→早期に譲歩 
⇒東アジア冷戦体制のなかで米国が主導する日韓関係はこうならざるを得なかった。 
日本は、米国に追随し南朝鮮を下位におく位置から自国の利益を追求してきた。この体制のなか

で日本は植民地主義を継続し、それを米国と南朝鮮に承認させた。したがって日本はその政策を

朝鮮人全体に適用し、贖罪意識も歴史認識もなくしてしまった。日本は米・日・韓同盟を積極的

に維持し朝鮮半島の不安定化のために努めた。昨今の日本における軍事大国化はその一端といえ

る。 
―日本は反共和国、植民地主義政策をもって在日朝鮮人の諸権利を奪っている 
 ・「万景峰九二号」の入国禁止、朝鮮船舶の全面的入港禁止、輸入禁止、「北朝鮮籍を有する者」

の入国禁止 
 ・固定資産税免除取消、在特会の跋扈 
 ・朝鮮高校生の就学支援金制度からの排除、都道府県知事の朝鮮学校への干渉 
【【【【おわりにおわりにおわりにおわりに】】】】朝鮮停戦協定は、前文で「最終的は平和的解決が実現するときまで、…あらゆる武

力行動の全面的停止を保証できる停戦をうちたてることを目的」とし、そのために「…停戦協定

の署名され、かつ発行した後３ヶ月以内に、…高級の政治会議を開き、あらゆる外国軍隊の朝鮮

撤退のおよび朝鮮問題の平和的解決等の問題について協議する」（第４条 60 項）とした。この条

文には朝鮮人の願いと教訓が盛り込まれている。 
外国の干渉を受けない独立統一国家建設は世紀を越えた朝鮮人の願いである。解放された朝鮮民

族は、外的および内的勢力の妨害によって独立統一国家を建設できずに分断されたために、戦争

の試練と災難を経験しなければならなかった。 
朝鮮の独立統一勢力である朝鮮は停戦と同時に、戦争前からの延長線として、朝鮮半島からの
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外国軍の撤退と、朝鮮人自身による南北総選挙と、南北両国会の統合を提案した。また朝鮮の平

和を国際的に保証するために国際会議の開催を求め、中国人民志願軍をいち早く北朝鮮地域から

撤退させた。60 年代には連邦制統一案を提案し南北当局者会談を呼び掛け、70 年代にそれを実現

した。また 1974 年からは停戦協定の当事者である米国との直接会談を提起し、80 年代には米・

朝・韓の三者会談も提案した。冷戦後 90 年代からは南北朝鮮不可侵宣言を採択し、6.15 共同宣

言、10.4 宣言をとおして平和統一の道筋を描いた。朝米会談も幾度となく積み重ね、米国から平

和協定締結についても合意を得た。 
しかし米国と南の親日親米派は、平和統一方案を拒否、南朝鮮を米軍基地化し核兵器を配備し、

核先制攻撃を想定した軍事訓練を段階的に拡大し、いつでも戦争ができる停戦体制を維持してき

た。 
米国と南の親日親米派のうしろにはつねに日本が存在していた。日本は朝鮮を植民地にしたば

かりでなく、朝鮮半島情勢を緊張させ分断を固定化させることに深くかかわってきた。 
 分断が戦争を生み、停戦状態の長期化が分断をさたに強固にし、朝鮮の統一と平和を遠のかせ

る。朝鮮停戦協定を平和協定に換えなければならない。そのために日本が果たす役割は大きい。 
 

 

マラ・バーヘイデン・ヒリアードマラ・バーヘイデン・ヒリアードマラ・バーヘイデン・ヒリアードマラ・バーヘイデン・ヒリアード（弁護士）    

 

[プロフィール]米国の著名な反戦平和運動家、国際人権弁護士。戦争と人種差別に反対する広

範な国際的市民運動組織である「インターナショナル・アクション・センター」の代理人弁護

士であり、同センタ－傘下の 「民事裁判の法的防御と教育のための基金組合」（The Partnership 
for Civil Justice Legal Defense & Education Fund）の共同創設者。 
 

 

親愛なる、そして尊敬する友人たちへ 
このような貴重なイベントを開催してくれた国際シンポジウムの主催者に感謝の意を表します。 
朝鮮の人々は、世界のどの地域にいる人と同じように、平和のなかで生きる権利を享受するに

値します。朝鮮の老若男女は、生き、働き、学び、食糧や家屋を家族に提供する権利を当然享受

しており、戦争の惨害に怯えることなく自らの人生を幸せに生きる当然の権利を有しています。 
 私たちは今日この場で、国連憲章をはじめとする数多くの最も基本的な国際規約や国際法で掲

げられている基本的な権利、平和への権利を再確認するべきでしょう。国連総会では、「この地球

上に住む人々は神聖なる平和への権利を有しており、平和を保持促進することは各国の基本的な

義務にあたる」とする宣伝を採択しそれを繰り返しています。米国は平和へと行動を起こす義務

と責務があるのです。 
米国と朝鮮との軍事的敵対関係のはじまりとなった 1953 年 7 月 27 日の休戦協定から 60 年、

朝鮮の人々は今もなお非常に現実的で継続中の戦争の被害者であり続けています。 
 数千年もの間、人々が一つの国で豊かに仲良く生きてきた美しい国は、現在分断によって傷つ

けられています。朝鮮半島の南半分は何万人もの外国部隊に占領されています。朝鮮の北半分の

人々は、63 年前にこの国を侵略し、南半分を今日まで占領している同じ軍隊によって、米国国防

総省が主導する朝鮮への侵略をシミュレートするいわゆる戦争計略の終わりなき戦争に苦しめら

れています。 
 このような戦争計略はたんなる計略ではありません。これらは緊張が増幅する重大な脅威とな

っており、朝鮮政府に国家予算の大半を人々の生活の維持や経済を発展させるために使うのでは

なく、自衛のための準備へと向けるよう強いているのです。 
 世界一の軍事大国が小さな国に向けて終わりなき軍事演習を行っているのには２つの目的があ

ります。一つには、過度の重圧を朝鮮にかけること、もうひとつは朝鮮の経済を破壊し弱体化す

ることです。そのため、私たちはこれを戦争政策の一つとみなさなければなりません。 
 米国は大規模な国際的諜報活動をはじめとする戦争の予算に毎年１兆ドル近く費やしています。

このような軍事予算や軍事活動は他のどの国にもみられないものです。米国の軍事予算はその次

に続く２０カ国の予算を合わせたものより多いのです。米国は軍事行動を展開している国々にあ

る約 5 千個を含めて 7 千個以上もの核兵器を有しています。米国は 1942 年以降 7 兆ドルにのぼ

るお金を核兵器に費やしているのです。米国はちょうど 68 年前日本の２つの都市の隅々を瞬時に
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焼きつくすことによって核兵器を実際に使用した唯一の国です。 
 今年 3 月に行われたような、大規模な軍事演習が朝鮮のごく近くで行われているというなかで

米国が朝鮮への侵攻と爆撃をシミュレートするのならば、そのような行為は朝鮮の人々が有する

平和のなかで生きる権利を奪う行為であると理解されなければなりません。このような〝戦争ゲ

ーム”は歴史的な文脈を必要とします。なにしろ、1950 年から 1953 年までの朝鮮に対する攻撃

はあまりに大規模かつ多くのものを破壊したので、1953 年に米国の爆撃機のパイロットがここに

は爆撃できるものが何も残ってないという有名な愚痴をこぼしたほどでした。 
  今年 3 月 28 日、米国の国防総省は米国の B-2 ステルス爆撃機による朝鮮への軍事演習を行い

ました。このような爆撃機には核兵器を投下できる備えがあり、米国の戦闘機のなかでも最も高

度で核攻撃可能なものです。B-2 爆撃機が米国本土からはるばる飛んで行き、不活性爆弾による

擬似朝鮮爆撃を遂行するために戻ってきました。その数ヶ月前、B-52 爆撃機が朝鮮に対する爆撃

のシミュレートに使用されました。 
 いずれの B-2 航空機も米国の納税者に 30 億ドルを費やさせています。これに関連して、2013

年 3 月の B-2 爆撃機による対朝鮮軍事演習ではアメリカ国民におおよそ 550 万ドルを費やさせて

います。 
  もし朝鮮が”戦争ゲーム″の一部として米国領土の近くで核兵器搭載可能戦闘機を送りこんだ

り不活性爆弾を投下したりしたとしたら、それは最も過激な脅威とみなされることでしょう。 
 終わりなき戦争の脅威に加え、米国政府の政策は、朝鮮の人々を苦しめるために計画された極

度な経済制裁を加えることで平和を侵しています。朝鮮政府に対する米国の敵意を理由として、

食糧や医薬品、技術や国際貿易へのアクセスを奪うことは、朝鮮のすべての人に対する集団制裁

の様相を呈しています。集団的制裁は国際法違反にあたり、1949 年のジュネーブ条約によって戦

争犯罪であると規定されています。 
 経済制裁もまた戦争行為の一形態であると理解されなければなりません。制裁はすべての人を

静かに傷つけるよう計画された狡猾な戦争形態の一つです。この特殊な武器は、最も身体的に傷

つきやすい乳幼児や高齢者に多大な被害をもたらします。 
 私は今日、ラムゼイ・クラーク氏や他のスピーカーとともに、今こそ米国と朝鮮との戦争を終

結するべきときであると伝えにきました。 
朝鮮とその国民を脅かす戦争行為を終わらせるべき時です。 
朝鮮に対する経済制裁を終わらせるべき時です。 
朝鮮戦争を終結させる平和協定を締結するべき時です。 
朝鮮の領土からすべての米国の軍隊と基地を撤収させるべき時です。 
米国と朝鮮との国交を正常化させるべき時です。 
現在の米国の政策は米国国民の利益にも朝鮮の人々の利益にもなりません。米国の政策を変え

る意志と決意が必要です。米国合衆国の人々は朝鮮の人々の敵ではありません。私たちの政府は、

米国と朝鮮との関係における新しい出発、新しい日を要求している米国の人々の声にますます耳

を傾けつつあります。 
今日の私たちのこの行動によって、またこれからの日々のなかで、私たち一人一人が朝鮮の人々

のために、そしてこの地球を分け合っている人々のために、平和への希望を強い現実にするうえ

で変化を生みだすことができると思っています。 
 

  

浅浅浅浅    井井井井    基基基基    文文文文（外務省元地域政策課長） 

 

[プロフィール]1941 年 7 月 愛知県生まれ。1963 年 4 月に外務省入省。中国課長、地域政策課

長を歴任。日本大学法学部教授、明治学院大学国際学部教授を経て 2005 年 4 月に広島市立大学

広島平和研究所所長に就任。2011 年 3月に退職。 

 

 

（編者注：浅井氏は、当日（編者注：浅井氏は、当日（編者注：浅井氏は、当日（編者注：浅井氏は、当日やむを得ない事情により欠席し、資料参加のみとなった）やむを得ない事情により欠席し、資料参加のみとなった）やむを得ない事情により欠席し、資料参加のみとなった）やむを得ない事情により欠席し、資料参加のみとなった）    
    

【【【【今日の朝鮮半島情勢の緊張と核戦争危機の基本今日の朝鮮半島情勢の緊張と核戦争危機の基本今日の朝鮮半島情勢の緊張と核戦争危機の基本今日の朝鮮半島情勢の緊張と核戦争危機の基本要因要因要因要因】】】】朝鮮戦争以来今日に至る朝鮮半島情勢の

緊張がアメリカの朝鮮民主主義人民共和国(以下「朝鮮」)に対する一貫した敵視政策及び核恫喝政
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策に起因していることについては、このシンポジウムに参加している人々の認識は一致している

と思う。したがって、私はその点について屋上屋を架する議論を行うことは避けたい。朝米平和

協定締結のための課題という問題を考える上で、私が確認したいポイントと強調したいポイント

が一つずつある。 
確認したいポイントは、アメリカは､米ソ冷戦時代もその終結後も世界の警察官を自任しており、

アジア太平洋地域における軍事プレゼンスはその不可欠の一環であるが、この軍事戦略を正当化

するために朝鮮半島で軍事緊張が維持されることを必要としてきたということである。この点に

ついてもシンポジウム参加者の共通の理解があると思うが、朝米平和協定締結という課題を考え

る上で重要なポイントであることを､まずは指摘したい。 
強調したいポイントは、アメリカのそういう軍事戦略及び対朝鮮政策を日本及び韓国が積極的

に支持し、下支えしてきたことが、停戦協定 60 周年の今日なお情勢の根本的転換を妨げている重

大な一因として働いているということである。この点についてもこのシンポジウム参加者の間で

異論はないと思う。しかし、朝米平和協定締結ひいては朝米国交正常化という課題を考える上で、

この問題を直視することがアメリカの戦略・政策を転換させ､朝米平和協定締結への道を切り開く

上で大きなカギとなることについてはあまり正面から議論されるに至っていないと思う。 
 したがって私は、一日本人として、なぜ日本がアメリカの対朝鮮政策を全面的に支持し、下支

えするのかについて考えてみたい(韓国については、韓国からの出席者・参加者の意見を聞きたい)。
その点について明確な認識を得ることにより、日本がどうすれば、アメリカの対朝鮮政策支持を

改めることが可能になるかについて考える道が開けるだろう。つまりこの作業は、「朝米平和協定

締結のための課題」という次の発言テーマについて考える上で不可欠だと考える。 
 今日の朝鮮半島情勢の緊張の原因に関し、アメリカ発の情報によって圧倒的に支配される日本

においては、もっぱら朝鮮の挑発・暴走によるものとする見方が支配している。そして、そのよ

うな見方が支配する背景には日本特有の要因が働いている。 
 第一の背景要因は、日本の戦争放棄及び戦力不保持を定めた日本国憲法の制約を突破して「戦

争する国」「普通の国」実現を目ざす保守政権にとって、「北朝鮮脅威論」は、日本国憲法の理想

主義をあざ笑って改憲を目ざし、日米軍事同盟のもとで強力な軍事力構築を目指す、自らの主張

の正当性を主張する上で不可欠であるということだ。かつての帝国主義・軍国主義は対外拡張を

その軍事政策正当化の根拠としたが、今日の保守政権としては、朝鮮(及び中国)を脅威に仕立て上

げ､これに備える必要性を訴える以外、自らの軍事的野心を正当化することはできない。 
 第二のそして優れて日本特有の背景要因は、圧倒的に多くの国民の間に滲み込んでいる朝鮮に

対するいわれのない違和感の存在だ。 
この違和感の源は、明治以来、支配権力が執拗に国民に注入、扶植してきたアジア蔑視、なか

んずく朝鮮蔑視の感情である。人権・デモクラシーを知らない日本人には、「上にはペコペコ、下

には横柄」「ウチ・ソト意識」が強く働いている。支配権力は、アジア侵略・植民地支配の政策を

国民が支持し、積極的に加担することを確保するべく、お上に弱い日本人大衆(ウチ)が自分たちよ

りさらに下の存在としてアジアなかんずく朝鮮(ソト)を蔑視するように仕向けてきたのだ。 
第二次大戦の敗北以後、この蔑視感情はむきだしの形ではもはや維持できなくなったが、朝鮮

に対しては、いわゆる「拉致」問題(これもまた保守政権が意識的に演出してきたものだ)などを媒

介とする違和感に変形された蔑視感情が､伝統的かつ否定的な朝鮮観(「朝鮮＝悪玉」論)を強く下

支えしている。米日韓の圧倒的な軍事力の前にはあり得ない、「朝鮮が攻めてきたらどうする」、

「朝鮮の核ミサイルは日本に対する脅威」といった類の滑稽極まる脅し文句が、朝鮮に対して複

雑な違和感を持つ日本人の思考を停止させ､保守政権にとって思いどおりの世論を形成してきた

のだ。 
第三の背景要因は硬直しきった日本人の天動説的(あるいは権力的・垂直的)国際観、とりわけ「朝

鮮＝悪玉」論と対になった「アメリカ＝善玉」論の強烈な支配ということだ。 
帝国主義列強によるアジア蚕食及び日本の植民地化という危機に直面した日本の支配権力の国

際情勢認識（その根底に座る国際観）は､当否は別として、パワー・ポリティックスの政治的リア

リズムを備えた、それなりに確かなものがあった。しかし、日清及び日露戦争で思わぬ勝利を得

て一気に大国にのし上がった以後の支配権力は、頭に血が上って政治的リアリズムを失い、「世界

は日本(天皇)を中心にして動く」という天動説的国際観にはまり、アジア蔑視を膨らませて拡張主

義に走り、遂には天皇中心の超国家主義という神がかりに陥って自ら墓穴を掘る結果となった。 
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第二次大戦に敗北したことは、日本及び日本人が新たな国際環境のもとで忌まわしい過去と決

別し、人権・デモクラシーに基づく地動説的(あるいは民主的・地平的)国際観を我がものにし、新

生を遂げるチャンスだった。しかし、日本を単独占領したアメリカの対日政策が日本の進路そし

て国際観を大きく規定した。 
アメリカは、当初こそポツダム宣言に沿って日本の民主化・非軍事化に着手したが、トルーマ

ン宣言(1947 年)以後は反ソ反共・再軍備へと 180 度急転換し、軍国主義指導者の戦争責任を解除

し、彼らを積極的に登用した。戦後日本が戦争責任を直視せず、今日近隣アジア諸国との間で摩

擦を生んでいる原因の一つはアメリカの対日占領政策にある（ただし、アメリカにすべての責任

を押しつけるのは公正とは言えず、日本人にはもともとまともな歴史感覚が欠けており、そのこ

とがまっとうな歴史認識を育むことを妨げる国内的要因として働いていることも重要な原因であ

ることを指摘しておく）。 
もともと事大主義の日本の支配権力は、アメリカの対日政策転換によって復権したが、アメリ

カ自身が優れて自国中心の天動説的国際観の持ち主であるから、天皇中心をアメリカ中心に切り

換えるだけで､天動説的国際観を維持することになった。 
天動説的国際観の特徴の一つは、日本(あるいはアメリカ)が当事者となる国際問題について、自

らは常に正しく、問題は常に相手側にあるとすることにある。朝鮮半島情勢に関して言えば、「ア

メリカ＝善玉」であり、「朝鮮＝悪玉」という決めつけになるというわけだ。 
 近年の朝鮮半島情勢の緊張原因、特に核戦争の危険性に関して附言すれば、いわゆる朝鮮の核・

ミサイル開発問題がその中心にある。そして、アメリカが主導し、中国及びロシアも同調して､

朝鮮の核・ミサイル開発は「国際の平和と安全」に対する脅威だ、とする国連安保理諸決議があ

るため、近年の朝鮮半島情勢の緊張､核戦争の危険性の責任はもっぱら朝鮮にあるとする主張が俗

耳に入りやすい。 
 しかし、朝鮮の核・ミサイル開発はアメリカの核恫喝政策に対して余儀なくされたギリギリの

自己防衛の所産であること(アメリカ以外の核兵器国の開発動機と変わらない)、朝鮮は NPT の枠

外で核開発を行っていること(インド、パキスタン、イスラエルと同じ)、ミサイル開発に関する国

際法上の規制ルールは存在しないこと(朝鮮以外にも少なくない国々が自由にミサイル開発を行

っている)、朝鮮の人工衛星打ち上げは宇宙条約上の権利であること(これを禁止しようとする安保

理決議は不法・不当である)など、朝鮮の核・ミサイル開発を禁止する安保理決議は､国際関係の

対等平等性を定める国連憲章の基本原則に反している(二重基準の適用)。したがって、近年の朝鮮

半島情勢の緊張､核戦争の危険性の責任はもっぱら朝鮮にあるとする、安保理決議を根拠にした主

張にはまったく根拠がない。問題の根幹にあるのはアメリカの軍事戦略及び朝鮮敵視政策である。 
【【【【朝米平和協定の必要性とその締結のための課題朝米平和協定の必要性とその締結のための課題朝米平和協定の必要性とその締結のための課題朝米平和協定の必要性とその締結のための課題】】】】朝鮮半島情勢の緊張を解決し、朝鮮半島で核

戦争が勃発する危険性を取り除く根本的保障は、停戦協定を朝米平和協定に変え、更には朝米国

交樹立を実現することにあることについては広い国際的コンセンサスが存在する。しかし、無条

件の朝米対話を呼びかける朝鮮と、「北朝鮮の非核化コミットメント」を先決条件とするアメリカ

(及びこれを支持する日韓)との対立がネックになっている。これまで述べたとおり､今日の朝鮮半

島情勢の緊張に関して朝鮮には非・責任はなく、優れてアメリカにあるのだから、アメリカをし

て以上の立場を改めさせない限り、事態打開の糸口は生まれ得ない。 

 まず、世界の警察官を自任するアメリカの世界軍事戦略及びアジア太平洋地域における軍事プ

レゼンスが「北朝鮮脅威論」を正当化理由にしてきた点について。オバマ政権の登場以来、特に

そのアジア回帰戦略においては台頭する中国の軍事力を照準に据えている。したがって「北朝鮮

脅威論」に固執する必要性はもはや客観的に失われている。むしろ、膨大な軍事力維持が深刻な

財政負担となっていることを考えれば、アメリカにとって朝鮮半島問題はいまや完全にお荷物に

なっている。しかも中東問題の複雑さと比較すれば、米朝対決を本質とする朝鮮半島問題はアメ

リカの政策如何で大きく転回する可能性をもつ。 

 アメリカが政策転換を考える上で障害となるのは日本と韓国だ。特に日本の保守政権は、既に

述べたとおり、「北朝鮮脅威論」というフィクションを鼓吹することで再軍備、日米軍事同盟の変

質強化、そして改憲策動を進めてきた。これを下支えしてきたのが朝鮮に対する国民的な違和感

と天動説的国際観に基づく「北朝鮮＝悪玉」論であることも指摘した。したがって、日本の保守

政権がこうした国民「世論」を後押し材料にして、アメリカの対朝鮮政策の転換に強い抵抗を示

すだろうことは容易に想像される。 
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 しかし、日本においても、アメリカにおけると同じく、改革・開放政策で経済的躍進を遂げる

中国が進める軍事力増強に対して警戒感が高まっている。日米「2＋2」諸文書から明らかなとお

り、21 世紀に入った日米軍事同盟は対中同盟という性格を強めている。特に 2010 年以後、尖閣

領有権をめぐる日中関係の悪化を口実として、日本の保守政権は「中国脅威論」を前面に押し出

すようになってきた。したがって、日本の保守政権にとっても「北朝鮮脅威論」に固執する必要

性はいまや客観的に失われている。 

 国民的に共有されている朝鮮に対する違和感及び天動説に基づく「北朝鮮＝悪玉」論に関して

言えば、「北朝鮮脅威論」と同じく、もともと支配権力によって人為的に作り上げられたフィクシ

ョンである。したがって、保守政権が「北朝鮮脅威論」をウヤムヤに収める(彼らが「誤りであっ

た」と認めることはあり得ない)とともに、時間はかかるかもしれないが、自然に淘汰されるだろ

う。 

 アメリカ(及び日韓)が対朝鮮敵視政策をやめる上での今一つの障害は、朝鮮の核・ミサイル開

発を「国際の平和と安全」に対する脅威と断定し、朝鮮に制裁を課した安保理諸決議の存在だ。

諸決議の不法性・不当性については既に述べた。しかし、アメリカ(及びアメリカに同調した中露)

が諸決議の不法性・不当性を認めて撤回することはあり得ない。 

 アメリカ(及び日韓)の対朝鮮政策の転換及び安保理諸決議の不都合の克服を可能にするのは 6

者協議の再開だろう。6者協議再開及び（6 者協議での）9.19 合意履行の必要性については、4 月

から 6月にかけて行われた一連の外交を経て、関係国すべての合意・同意がある。重要なことは、

9.19合意には停戦協定を平和協定に変えることを含めた朝米関係正常化が既に含まれていること

だ。また、朝鮮半島問題の外交の土俵を安保理から 6 者協議に引き戻すことにより、安保理諸決

議の不都合も実質的に解消されることが期待できる。 

 今回のシンポジウムのテーマではないが、朝米平和協定ひいては朝米国交正常化を展望できる

国際環境は、米日対中国というアジア太平洋地域の軍事対決構造が基本矛盾として登場したこと

で可能になった。地域ひいては世界の平和と安定を展望する上では、朝鮮半島問題だけに視野を

限るのではなく、アメリカのパワー・ポリティックス及び世界軍事戦略そのものをまな板に乗せ

る必要があることを確認しておきたい。 

 


